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 第１章  計画の策定にあたって 

第１節 計画策定の背景と趣旨 

本市では、少子化・高齢化による人口構造や家族形態の変化、グローバル化の一層の進展等、次々

に変化する社会情勢を見据えつつ、教育の普遍的な使命を踏まえた施策を総合的かつ計画的に実施

するため、令和２年度から令和６年度までの５年間を計画期間とした「第２期ふじみ野市教育振興基

本計画」を令和２年２月に策定しました。 

計画の基本理念である「あったかな絆で育む『共育※』を目指して」を実現するため、７つの施策を

定め、実行するための主な取組について目標を掲げました。また、毎年度の実績に検証・検討を加え

るために「ふじみ野市教育振興基本計画アクションプラン」を毎年度策定し、主な取組について、目標

値を掲げ、実績の検証・検討を加えた上で、事業を推進してきました。 

特に、「共育※」を通じて学びの好循環を生み出す施策として位置付けた「地域協働学校※」では、令

和２年度に市内小中学校１９校全てに学校運営協議会※を設置し、令和４年度には各校に１名ずつ地

域コーディネーター※（地域学校協働活動推進員※）（以下、「地域コーディネーター※」）を配置し、地域

と学校をつなぐ体制を整えました。 

学校運営協議会※で学校・家庭・地域の代表者が課題を共有し、共通の方向に向かって地域の方に

参画いただきながら、学校を核として、子供の成長を支える取組や地域とのつながりづくり（地域学

校協働活動）を進めています。 

一方で、「第２期ふじみ野市教育振興基本計画」期間中には、新型コロナウイルス感染症の世界的な

感染拡大と国際情勢の不安定化という予測困難な時代の象徴ともいうべき事態が生じ、教育の課題

が浮き彫りになるとともに、学びのあり方が変わり、それに対応してきました。引き続き、少子化・人

口減少、グローバル化の進展、地球規模課題、格差の固定化と再生産等、様々な社会課題が存在する

中、Ｓｏｃｉｅｔｙ ５．０※を見据え、これからの社会を展望する上で、教育の果たす役割はますます重要

となっています。 

このようなことから、令和６年度末をもって現行の「第２期ふじみ野市教育振興基本計画」が満了

を迎えることに伴い、教育施策を総合的かつ計画的に実施するため、「第３期ふじみ野市教育振興基

本計画」を策定するものです。 
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第２節  本計画の位置づけ及び範囲 

本計画は、教育基本法第１７条第２項に基づき策定し、本市の最上位計画である「ふじみ野市将来

構想 ｆｒｏｍ ２０１８ ｔｏ ２０３０」を基本として、関連する本市の個別計画と連携していきます。 

なお、本計画の範囲は、学校教育、社会教育、家庭教育への支援、生涯学習、文化・芸術、スポーツ、

文化財等、教育関連施策全般とします。 

また、計画期間は「ふじみ野市将来構想 ｆｒｏｍ ２０１８ ｔｏ ２０３０」及び関連する個別計画との整

合性を図るため、令和７年度から令和１２年度の６年間とし、必要に応じて改訂をします。 

■教育基本法（平成１８年１２月２２日法律第１２０号） 

（教育振興基本計画） 

第１７条 政府は、教育の振興に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、教育の振興に関す

る施策についての基本的な方針及び講ずべき施策その他必要な事項について、基本的な計画を定め、

これを国会に報告するとともに、公表しなければならない。 

２ 地方公共団体は、前項の計画を参酌し、その地域の実情に応じ、当該地方公共団体における教育の振

興のための施策に関する基本的な計画を定めるよう努めなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

･ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【教育に関係のある市の各種個別計画】 

第２期ふじみ野市生きがい学習推進計画 ： 計画期間 令和６年度～令和１２年度 

第２期ふじみ野市スポーツ推進計画計画 ： 計画期間 令和５年度～令和１２年度 

第２期ふじみ野市文化振興計画       ： 計画期間 令和５年度～令和１２年度 など 

 

第３期ふじみ野市教育振興基本計画 
 

計画期間：令和７年度～令和１２年度 
 

今後１０年先を見据えた中長期的な視野に立ち、更なる教育の振興を図るため、 

ふじみ野市の教育が今後目指すべき目標とその実現のための施策 
 

第４期教育振興基本計画本計画  計画期間：令和５年度～令和９年度 

第４期埼玉県教育振興基本計画  計画期間：令和６年度～令和１０年度 

参酌 

 ふじみ野市教育振興基本計画アクションプラン 
（毎年度の進捗管理、検証） 

ふじみ野市将来構想 from 2018 to 2030 

ふじみ野市最上位計画 計画期間：平成３０年度～令和１２年度 

連動 

連動 
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意見 

報告 

意見 

公表 

意見 

意見 

第３節  計画の策定体制 

本計画は、学識経験者、学校教育関係者、各種団体等関係者、市民公募者を構成員とする、ふじみ

野市教育振興計画策定委員会を中心に、協議、検討を行いました。 

また、教育委員会、市長部局関連各課長を構成員とする、ふじみ野市教育振興計画庁内検討チー

ムにおいて、策定委員会からの意見を基に、計画案作成のための調査、研究、資料作成等を行いまし

た。 

 

■計画の策定体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・統計資料分析 

・既存計画等文献調査 など 

計画の策定 

・ふじみ野市教育振興計画策定委員会条例に

基づく審議機関 

・ふじみ野市教育振興基本計画の策定に関す

ることを所掌 

・現状や課題を踏まえ、様々な視点から本市の

教育のあり方等について審議 

（学識経験者、学校教育関係者、各種団体等 

関係者、市民公募者） 

パブリックコメントの実施 

 

 

・策定委員会などからの意見を基に、

計画案作成のための調査、研究、資

料作成 

・計画内容の検討及び素案に関するこ

とを所掌 

・関係部課（市長部局）との連携・調整 

教育委員会議決 

ふじみ野市の教育に関するアンケート 

・市民 1,000 人、児童生徒約 2,000 人、その

保護者約 2,00０人、小中学校教職員等約

500 人を対象に、本市の教育に関する考え

方等についてのアンケート調査を実施。 

中学生ヒアリング調査 

・市内中学校に通う生徒１０名程度（大井中学

校・福岡中学校）を対象に、学校に関するワー

クシートを配布し、グループヒアリングを実

施。 

教育委員会 

※    は、市民参加による策定プロセス 

現状・課題の抽出 

・既存計画の進捗評価 

・アンケートや中学生ヒアリング 

                 など 

ふじみ野市教育振興計画庁内 

検討チーム 

ふじみ野市教育振興計画策定委員会 
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第４節  計画の進捗管理 

「第３期ふじみ野市教育振興基本計画」の推進にあたっては、毎年度「ふじみ野市教育振興基本計

画アクションプラン」等を策定して事業に取り組みます。そして、経営のマネジメントサイクル（ＰＤＣＡ

サイクル：目標設定→実行→分析評価→改善）に基づき、現状の施策活動実績を分析評価し、その中

から課題や改善すべき点を把握して次の施策に生かし基本理念の実現を目指します。 

 また、急速な社会状況の変化や国の動き等にも対応しながら、設定した目標を達成していくために、

重要事項に取り組む必要が生じた場合には、教育委員会で審議し、必要に応じて施策の見直しを随

時行います。 

 分析・評価の具体的な方法は、まず、この教育振興基本計画の基本理念に基づいて定められている

各実施計画や学校評価報告書等をもとに施策の進捗状況を把握します。 

次に、それを予算システムと連動した行政評価制度（事務事業評価、外部評価）を活用して教育委

員会が評価します。 

評価結果は「ふじみ野市教育委員会の事務に関する点検及び評価報告書」で公表し、次年度の予算

編成の施策に反映させ、効率的に計画の進捗管理を行います。 

 

 

[計画の推進に向けたＰＤＣＡサイクル] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｐｌａｎ 

・各実施計画の策定 

・達成目標の設定 

・「ふじみ野市教育振興基本計画 

アクションプラン」の策定 

Ｄｏ 

・実施計画に基づく事業の実施 

・「ふじみ野市教育振興基本計画 

アクションプラン」の実施 

 

Ｃｈｅｃｋ 

・実施計画の点検・評価 

・設定事業の進捗状況確認 

・事務事業の点検・評価 

 

Ａｃｔｉｏｎ 

・予算編成における事業の検討 

・計画及び取組事業の見直し 

 



6 
 

第５節 これまでの教育振興基本計画の取組 

第２期計画では、「あったかな絆で育む『共育※』を目指して」を基本理念に掲げ、それを踏まえた３

つの基本方針の下に７つの施策と４４の施策の展開を設定し、様々な事業に取り組んできました。 

また、ふじみ野市教育振興基本計画に定める７つの施策を実行するための主な取組について目標

値を掲げ、毎年度実績の検証・検討を加えた上で、「ふじみ野市教育振興基本計画アクションプラン」

を策定し、事業を推進してきました。 

以下は、これまでの各基本方針に基づく主な取組状況になります。 

 

基本方針１ 確かな学力と自立する力の育成 

「学ぶ意欲と確かな学力を育む教育の推進」に向けて、埼玉県及び全国学力・学習状況調査※

等の結果を活用し、各学校で正答率が高い問題や課題が見られる問題を分析し、主体的・対話的

で深い学びの実現に向けて今後の指導方法等を定めました。 

ＧＩＧＡスクール構想※推進のため、児童生徒一人につき一台のタブレット端末を配付し、個別

最適な学習・協働的な学習が可能な環境を整備しました。また、ＧＩＧＡスクール推進主幹を配

置し、タブレット端末の効果的な利活用について各学校で研修を行い、指導力の向上に努めまし

た。外国籍の児童生徒に対して日本語適応指導員を派遣して学校生活に適応するための支援を行

いました。また、特別な教育的支援を必要とする児童生徒に対して理解を深めるため、教員の専

門的な知識の習得に努めるとともに、令和５年度に特別支援学級※を全小中学校に設置し、一人一

人の教育的ニーズに応じた支援を行いました。 

 

「心身ともに健康で、豊かな人間性を育む教育の推進」に向けて、道徳教育の充実を図るため、

各学校において道徳授業の指導法の校内研修を行い、指導力の向上に努めました。そして、道徳

を要とした全教育活動において豊かな人間性を育む指導の充実を図りました。また、児童生徒の

いじめや虐待等の人権に関する問題に対しては、「人権感覚育成プログラム※」等を活用し、児童

生徒の発達に応じた人権教育を推進しました。 

いじめ問題については、各学校でアンケートの実施や定期的な面談を実施するとともに、未然

防止を目的にふじみ野市いじめ見逃しゼロ連絡協議会※を開催し、ふじみ野市いじめ問題対策委員

会※と各学校のいじめ問題対策委員会※が連携して、組織的な対策の推進を図りました。 

ふじみ野市立東台小学校については、少人数学級による人間関係の固定化や男女比の偏りなどの

小規模校の課題解決に向けて、学校運営協議会※を中心に懇談会や説明会、保護者意見交換会を開

催しました。児童や保護者、学校関係者から伺った意見を踏まえ検討を進めた結果、子供たちが充実

した学習環境の中で学校生活を過ごすことができるよう、令和７年４月１日にふじみ野市立東原小学

校と統合することとしました。 

学校給食については、平成２８年４月になの花学校給食センターを開設し、ＰＦＩ※方式による

維持管理・運営業務を開始しました。同センター開設に伴い、食物アレルギー専用調理室を整備

し、最大８０食の食物アレルギー対応食（卵と乳を除去した除去食）の提供が可能となりました。

併せて、食物アレルギーに関する資料提供等により、児童生徒が喫食する際に自ら原因物質（ア

レルゲン）を取り除いて食べる力を養うための食育指導に取り組んできました。 



7 
 

読書活動の充実として、市内全小学校に、週２日、学校図書館支援員を配置し、ブックトーク

や読み聞かせを行い、一部の学校ではビブリオバトル※を開催し、本を通して、異なる意見に触れ

る機会や、自分の意見を発表する機会を提供して、児童に読書の楽しさを伝えました。中学校で

は図書委員と連携し、おすすめ本の紹介ポップの作成等を行い、生徒の読書に対する意識向上に

努めました。 

 

「安全、安心で笑顔あふれる学校づくりの充実」に向けて、登下校時の児童生徒への安全対策

として、スクールガードリーダー※を配置し、更に、学校応援団※による通学路巡回パトロールを

実施するなど、児童生徒の安全確保に努めました。 

施設面では、計画的に校舎の大規模改造工事を実施し教育環境の充実を図りました。また、令

和３年度には、市内小中学校全１９校の体育館に空調を整備し、併せて体育館のバリアフリー化、

体育館トイレの洋式化、体育館照明のＬＥＤ化等を行いました。また、学校の体育館は災害時に

地域防災拠点として活用されることから、停電時の照明の使用や電源確保のために非常用発電機

についても併せて整備しました。 

 

「質の高い学校教育の推進」に向けて、教員としての使命感と優れた指導力を兼ね備えた教員

を育成するため、県教育委員会と連携した研修及び市教育委員会独自の研修を計画的に実施しま

した。また、教職員の経験年数や専門性に応じた適切な研修や専門研修等を行い、教職員の資質

及び能力の向上を図りました。 

 

基本方針２ 絆を深め、地域社会との協働による「共育※」の推進 

「地域とともに子供を育む教育の推進」に向けて、学校・家庭・地域が、学校の目標とビジョ

ンを共有し、それぞれの役割や責任を明確にして、学校を核にした地域コミュニティをつくり、

共に子供たちを育てていくことを目的として、令和２年度に学校運営協議会※を全小中学校に設置

し、コミュニティ・スクール※を導入しました。また、令和４年度からは地域コーディネーター※

も各校に配置し、合同研修会開催等、社会教育課と学校教育課が連携しながら取組を推進しまし

た。モデル校区（大井中学校区）では、小学校３校を含む４校の地域コーディネーター※が自主的

に集まり、積極的に情報交換を行い、各校の地域学校協働活動※の推進につながりました。更に、

モデル校区以外の中学校区でも合同の会議が開催される等、積極的な取組が広がりました。   

教育支援・安全確保・環境整備の分野で保護者や地域住民に対して、学校の教育活動への理解

を深めるため、学校応援団※事業に取り組みました。 

 

指標名 平成３０年度 令和５年度 

小学校大規模改造率 

（学校数ベース） 
７５％ １００％ 

中学校大規模改造率 

（学校数ベース） 
６５％ 

６５％ 

※令和７年度に１００％になる予定 
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小学校図書館と市立図書館のシステムを連携し、授業に必要な図書を団体貸出しで市立図書館 

から届ける等、学校図書館の充実につなげました。 

 

「温もりのある家庭・地域づくりの推進」に向けて、地域の方々が指導員として参画し、放課後子ど

も教室※を実施しました。工作やレクリエーション、季節の行事等、児童が様々な体験をする場に

なっており、学校の先生とは違う「地域の大人」と子供たちが活動を通して知り合い、街中であ

いさつを交わす関係が広がっています。また、放課後児童クラブ※に参加している児童と勉強やスポ

ーツ・文化活動を通した交流事業を行い、クラス、学年を超えた交流を図りました。更に、文京学院大

学との連携により、授業の一環で大学生が活動に参加する等、新たな試みも行いました。 

家庭教育は全ての教育の出発点であり、また、家庭は常に子供のよりどころであることから、家庭

教育学級※やＰＴＡ※活動を支援し、家庭との連携を図りました。 

 

基本方針３ 温もりある人と地域を育む学びの推進 

「生涯を通して学び続ける環境づくりの推進と活躍を支える仕組みづくり」に向けて、高齢者

教育事業や青少年教育事業、成人教育事業等の実施により、ライフステージや生活課題等一人一

人のニーズに合わせた様々な学習内容や学習機会の充実を図りました。 

市民文化祭等で活動の成果発表と市民の相互交流の場を創出するとともに、ボランティア養成

講座等を通じて学んだ成果を地域の方々に共有できるよう、機会創出に努めました。 

大井図書館は令和５年１１月からふじみ野ステラ・ウェストに移転し、自動貸出機及び返却機

や予約棚を導入し、ＩＴ化によるサービス向上を図りました。４階のフロアごとに書架を分けて

配置し、利用客層に合わせたサービスを提供しています。また、上福岡図書館は令和５年１１月

から大規模改修工事に着手し、令和７年２月に再開しました。 

ふじみ野市の歴史・文化の継承と文化振興の促進を図るため、福岡河岸記念館や旧大井村役場

を活用した体験学習を行いました。また、展示や資料を紹介する動画の配信、授業等で活用でき

るように学校への資料展示室の設置、商業施設等でのアウトリーチ※事業等を展開しました。 

スポーツ部門では、ロードレースなどのスポーツ大会や様々な世代やニーズに対応した各種スポー

ツ教室などを実施し、スポーツの推進を図りました。 

（＊）令和４年度実施分より、「ロードレース大会」に名称変更 

 

指標名 平成３０年度 令和５年度 

地域協働学校※の設置 
２校 

※平成３１年４月１日時点では１４校 

１９校 

指標名 平成３０年度 令和５年度 

市民スポーツ大会 ４，２５０人／２１種目 ４，２１０人／２２種目 

新春ロードレース大会（＊） １，６６２人 １，２８１人 
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人権教育については、人権教育推進協議会※に委託し、市民総合相談室と連携しながら、講演会

や研修会、啓発活動等を実施しました。また、図書館では人権に関する図書の展示を行いました。 

  平和事業については、協働推進課と連携しながら、平和祈念フェスティバルを開催し、講演会

やパネル展示等を通して平和に対する意識啓発を行い、図書館では戦争・平和関係の図書の展示

や、映画会を開催しました。 
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 第２章 教育の現状と課題 

第１節 統計データからみる本市の教育 

（１）子供たちの教育の状況 

①児童生徒数の推移・推計 

令和元年度から令和６年度にかけて、小学校児童数は６，０４９人から５，９７２人へと７７人減少し

ています。 

中学校生徒数は、２，９０２人から２，９３７人へと３５人増加しています。 

■児童生徒数の推移 

（人） 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

児童 6,049 6,087 6,179 6,181 6,084 5,972 

生徒 2,902 2,865 2,867 2,870 2,890 2,937 

合計 8,951 8,952 9,046 9,051 8,974 8,909 

資料：学校教育課（各年５月１日現在） 

 

教育委員会の児童生徒数の推計によると、令和６年度から令和１２年度にかけて、小学校児童数は

５，９７２人から４，７６１人へと１，２１１人減少する見込みです。 

中学校生徒数は、２，９３７人から２，７９５人へと１４２人減少する見込みです。 

■児童生徒数の推計 

（人） 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度 

児童 5,876 5,660 5,451 5,193 4,948 4,761 

生徒 2,951 2,987 3,049 3,049 2,948 2,795 

合計 8,827 8,647 8,500 8,242 7,896 7,556 

資料：学校教育課 
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②教職員数の状況 

令和元年度から令和６年度にかけて、小学校教職員数は３１５人から３４６人へと３１人増加してい

ます。 

中学校教職員数は、１７４人から１８５人へと１１人増加しています。 

■教職員数の推移 

（人） 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

小学校 315 319 331 340 344 ３４６ 

中学校 174 176 180 179 179 １８５ 

合計 489 495 511 519 523 ５３１ 

資料：学校教育課 

■教職員の年齢別構成（令和６年度） 

（人） 20 代 30 代 40 代 50 代 60 歳以上 

小学校 87 106 75 51 27 

中学校 47 59 3３ 21 ２5 

合計 134 165 108 72 ５2 

資料：学校教育課 

③学習の状況 

令和５年度全国学力・学習状況調査※によると、小学生の教科（国語、算数）に関して、国語は県平

均と同等で、全国平均を上回り、算数は県、全国平均をともに上回っています。 

中学生の教科（国語、数学、英語）に関しては、全ての教科で県・全国平均を上回っています。 

■教科に関する調査結果【小学校・中学校Ａ・Ｂ問題】（平均正答率％） 

 教科 ふじみ野市 埼玉県 全国 

小

学

生 

国語 68 68 67.2 

算数 63 62 62.5 

中

学

生 

国語 73 71 69.8 

数学 53 52 51.0 

英語 51 46 45.6 

資料：令和５年度全国学力・学習状況調査※ 
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④全国学力・学習状況調査※ 児童・生徒質問紙調査の状況 

令和５年度全国学力・学習状況調査※によると、小中学校ともに、各項目で全国、県平均をほぼ下

回っています。 

■児童質問紙・生徒質問紙調査結果（％） 

 事項 ふじみ野市 埼玉県 全国 

小

学

生 

困りごとや不安がある時に、先生や 

学校にいる大人にいつでも相談できる。 
65.7 72.2 68.5 

学校に行くのは楽しいと感じる。 82.3 86.7 85.3 

友達関係に満足している。 87.2 91.0 90.3 

今住んでいる地域の行事に参加している。 54.5 56.8 57.8 

国語の勉強は好きだ。 56.0 61.6 61.5 

中

学

生 

将来の夢や目標を持っている。 65.0 67.8 66.3 

数学の勉強は好きだ。 52.1 56.5 56.7 

資料：令和５年度全国学力・学習状況調査※ 

 

（２）社会教育の状況 

■教育施設利用者数の推移 

（人） 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

上福岡図書館(＊) 141,950 111,621 121,881 120,837 95,407 

大井図書館(＊) 73,023 59,840 68,598 65,908 66,994 

公民館 253,639 66,325 77,866 113,849 56,192 

上福岡歴史 

民俗資料館 
4,587 2,805 4,291 3,175 4,1６7 

大井郷土資料館 7,772 7,887 14,239 11,588 4,868 

福岡河岸記念館 2,654 1,981 2,784 2,545 2,735 

（＊）貸出利用者数                                         資料：社会教育課 
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■講座開催数及び参加者数の推移                    上段：講座開催数 下段：参加者数 

（回） 

（人） 
令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

上福岡図書館 
236 

8,052 

39 

921 

110 

2,478 

250 

6,041 

176 

7,012 

大井図書館 
267 

5,141 

30 

776 

130 

2,167 

284 

3,800 

249 

3,842 

公民館 

（高齢者教育事業） 

1 

1,530 

1 

597 

1 

1,029 

1 

1,164 

1 

1,128 

公民館 

（成人教育事業） 

21 

2,349 

18 

2,330 

24 

2,937 

33 

4,281 

8 

3,230 

公民館 

（青少年教育事業） 

11 

3,544 

7 

462 

8 

962 

10 

1,158 

7 

2,299 

公民館

（地域文化振興事業） 

6 

1,644 

4 

813 

3 

276 

5 

566 

4 

727 

上福岡歴史 

民俗資料館 

11 

1,013 

8 

759 

11 

748 

9 

954 

11 

917 

大井郷土資料館 
11 

745 

7 

660 

7 

561 

11 

978 

6 

602 

福岡河岸記念館 
3 

96 

2 

24 

4 

77 

5 

154 

5 

141 

文化財保護(＊) 
5 

64 

5 

27 

9 

142 

1７ 

３４３ 

11 

151 

（＊）文化財保護係が実施した講座開催数及び参加者数                  資料：社会教育課 

 

○新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため、社会教育施設は令和２年４月から５月まで休館、

６月以降は講座定員の縮小、一部利用制限などの対応により利用者数、講座参加者数が例年に

比較して大幅に減少しています。 

○大井図書館は移転対応のため令和５年８月から１０月まで休館、上福岡図書館は大規模改修工

事のため、令和５年１１月から休館しており、利用者数、講座参加者数が例年に比較して大幅に減

少しています。 

○公民館は、上福岡公民館が大規模改修工事のため、令和２年４月から休館、大井中央公民館が建

替工事のため、令和３年３月から休館し、令和５年度からは上福岡西公民館のみの施設運営によ

り、利用者数が例年に比較して大幅に減少しています。 

○大井郷土資料館は移転対応のため令和５年１０月から１１月まで休館しており、移転先には展示

室、学習室等がないため、利用者数、講座参加者数が例年に比較して大幅に減少しています。 
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■市民文化祭参加団体・入場者数の推移 

（団体）

（人） 
令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

参加団体数 340 ― ― 208 185 

入場者数 12,864 ― ― 6,972 7,954 

 資料：社会教育課  

 

■保存資料活用事業（＊）及び参加者数の推移            上段：事業開催数 下段：参加者数 

（回）

（人）
令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

上福岡歴史 

民俗資料館 

4 

2,870 

4 

1,311 

5 

2,837 

８ 

2,674 

６ 

3,532 

大井郷土資料館 
9 

3,711 

12 

5,640 

16 

7,121 

12 

10,356 

２ 

1,772 

福岡河岸記念館 
4 

1,013 

3 

1,158 

4 

1,479 

4 

683 

４ 

1.238 

文化財保護 
3 

651 

2 

938 

2 

891 

3 

1,021 

２ 

1,464 

（＊）資料館及び文化財保護係で保存（収蔵）している資料を活用して実施した展示の件数及び 

参加者数（見学者数）                                      資料：社会教育課 

 

■家庭教育学級※参加者数の推移 

（人） 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

参加者数 ３,０００ ― ― １,１２３ ２,０７９ 

資料：学校教育課 
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第２節 アンケート調査からみる本市の教育 

（１）アンケート調査の概要 

教育に関するご意見等を聴き、「ふじみ野市教育振興基本計画」を策定していく上での基礎資料と

し、今後の教育の在り方の参考とさせていただくため、アンケート調査を実施しました。調査概要は

次のとおりです。 

 

■調査概要（令和５年８・９月実施） 

 調査区分 配布数 
回収数 

回収率 
郵送 ＷＥＢ 合計 

① 市 民 1，000 件 ２５９件 １１４件 ３７３件 ３７．３％ 

② 小学生  １，０１７件 ― ７５３件 ７５３件 ７４．０％ 

③ 中学生 ９９０件 ― ５８９件 ５８９件 ５９．５％ 

④ 保護者  ２，００７件 ― ８６８件 ８６８件 ４３．２％ 

⑤ 教 員  ５０２件 ― ３５２件 ３５２件 ７０．１％ 

 

 調査区分 対象 期間 方法 

① 市 民 
住民基本台帳から１８歳以上の 

市内在住者を無作為抽出 

令和５年８月１日 

～９月１日 

調査票の発送は郵送。

郵送回答またはＷＥＢ

回答 

② 小学生  
市内各小学校の 

５年生全クラスの児童 

令和５年８月２１日

～９月２２日 

学校へ依頼。 

タブレットにより、 

ＷＥＢ回答 

③ 中学生 
市内各中学校の 

２年生全クラスの生徒 

令和５年８月２１日

～９月２２日 

学校へ依頼。 

タブレットにより、 

ＷＥＢ回答 

④ 保護者  

市内各小学校の 

５年生全クラスの保護者 

市内各中学校の 

２年生全クラスの保護者 

令和５年８月１日 

～９月１５日 

保護者宛てメールで 

依頼。 

ＷＥＢ回答 

⑤ 教 員  市内各小中学校の教員 
令和５年８月１日 

～９月１５日 

教員宛てメールで 

依頼。 

ＷＥＢ回答 
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（２）アンケート調査結果より 

①科目の好き嫌い（小中学生） 

小学生では、前回アンケート（令和元年７月実施）と同様に、「とても好き」、「好き」という割合につ

いて、家庭科、図画工作が多く、国語や算数、社会が低いという結果となっています。前回から変わっ

ている部分としては、今回から新たに調査を行った特別活動※が、「とても好き」、「好き」が合わせて

９割以上となっています。社会は、全体的に見ると前回と同様好きではないという割合が多いですが、

「とても好き」、「好き」という割合が合わせて１２．４％増えており、音楽も「とても好き」という割合が

１２．６％増えています。一方、外国語が「とても好き」という割合が１３．７％減っています。 

小学生（７５３人）  単数回答 

 

とても好き       好き      あまり好きではない      好きではない 

令和５年度調査 科目の好き嫌い（小学生） 
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＜外国語授業の推移の考察＞～外国語の「とても好き」と「好き」の割合の減少について～ 
 前回アンケートの令和元年度の調査時期は、小学校５年生で初めて外国語活動に触れてから、４ヶ

月目の７月頃でした。当時の学習の内容は音声を中心に外国語を「聞くこと」、「話すこと」など、「慣

れ親しませる活動」であったことから、児童の高い学習意欲が数値に反映したものと考えられます。 

しかし、学習指導要領※改訂により、令和２年度から小学校３・４年生で外国語活動、小学校５・６年

生で外国語が必修となり、高学年で段階的に文字を「読むこと」、「書くこと」が加わり、総合的・系統

的に扱う教科学習になってきたため、今回のアンケートでは、次第に児童の苦手意識が増え、「とても

好き」という割合が１３．７％減ってしまったということが、推察されます。 

外国語に対する学習意欲の向上に向けた課題解決法としては、①ＡＬＴ※と共に、楽しく、児童の学

習意欲が高まる外国語活動・外国語の授業改善を図る。②タブレット端末を活用し、学習進度など

個々に応じた指導の充実を図る。③国の英語集中研修の伝達、各学校の校内研修、学校指導訪問等

の機会を捉えて、個別に授業力の向上を図る。④学校研究委嘱※による外国語活動・外国語の指導方

法等の研究成果を市内全体に広げる。⑤小中連携を深め、ＣＡＮ－ＤＯリストを元に系統的な指導方

法の充実を図る。等が考えられ、その様な学習に取り組んでいきます。 

令和５年度調査 科目の好き嫌い：外国語のみ抜粋（小学生） 

とても好き       好き      あまり好きではない      好きではない 

令和５年度調査 前回アンケートとの比較：「とても好き」と回答した児童の割合（小学生） 
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中学生では、前回と同様に、「とても好き」、「好き」という割合について、総合的な学習の時間※や

音楽、技術・家庭が多く、英語や社会、理科、数学が低いという結果となっています。前回アンケート

から変わっている部分としては、今回から新たに調査を行った特別活動※が「とても好き」、「好き」が

合わせて８割以上となっています。社会は全体的に見ると前回と同様、好きではないという割合が多

いですが、社会を「とても好き」、「好き」という割合が合わせて１０．６％増えており、音楽も「とても好

き」という割合が６．６％増えています。一方、英語が「とても好き」、「好き」という割合が合わせて４７．

５％で、前回より１４．６％減っており、半数を下回りました。 

中学生（５８９人）  単数回答 

 

とても好き       好き      あまり好きではない      好きではない 

令和５年度調査 科目の好き嫌い（中学生） 

（新規） 
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＜英語授業の推移の考察＞～英語の「とても好き」と「好き」の割合の減少について～ 
 令和元年度は、小学校での音声中心の学習から、中学校では音声だけでなく文字の学習に変わっ

たことで、生徒の学習意欲や理解度に差が生じ、約４割が「あまり好きではない」、「好きではない」と

いう回答になったものと考えられます。 

学習指導要領※改訂により、小学校で外国語活動・外国語が必修となり、中学校段階で日本語と英

語の音声の違いや、英語の発音と綴りの関係、文構造の学習において課題があり、学年が上がるに

連れて生徒の学習意欲に課題が生じるといった状況や、小中学校間の接続が十分とは言えず、今回

のアンケートでは、「あまり好きではない」、「好きではない」という割合が合わせて５割以上になって

しまっています。 

英語に対する学習意欲の向上の課題解決法としては、①ＡＬＴ※と共に、楽しく、生徒の学習意欲が

高まる英語の授業改善を図る。②タブレット端末を活用し、学習進度など個々に応じた指導の充実を

図る。③国の英語集中研修の伝達、各学校の校内研修、学校指導訪問等の機会を捉えて、個別に授

業力の向上を図る。④学校研究委嘱※による外国語の指導方法等の研究成果を市内全体に広げる。

⑤小中連携を深め、各校の外国語担当教員を中心に小学校３年生から中学校３年生までを見通した

「なめらかな接続を図る外国語教育」を見直す。等が考えられ、その様な学習に取り組んでいきます。 

とても好き       好き      あまり好きではない      好きではない 

令和５年度調査 前回アンケートとの比較：「とても好き」と回答した生徒の割合（中学生） 
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②学校生活で満足していること（小中学生） 

小学生も中学生も、前回と同様、「友達との関係」が一番多く、今回から新たに調査を行った「給食」

が上位に入っています。「先生との関係」が小学生は１５．３％、中学生は１３．９％、「授業の内容」が小

学生は１４．２％、中学生は４．２％増えています。 

小学生・・・上段（前回調査：３６７人）・下段（今回調査：７５３人）  複数回答 

 

 

 

 

令和５年度調査 学校生活で満足していること（小学生） 

  前回調査        今回調査 
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中学生・・・上段（前回調査：１８９人）・下段（今回調査：５８９人）  複数回答

89.4%

68.3%

60.8%

39.2%

38.1%

23.3%

24.3%

29.1%

19.6%

2.1%

79.8%

70.8%

68.1%

59.6%

53.1%

42.3%

32.6%

32.1%

26.8%

23.9%

1.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

友達との関係

学校の行事

（校外学習や運動会など）

給食（新規）

部活動

先生との関係

授業の内容

校舎や教室の広さ

校舎や教室のきれいさ

学校のきまりやルール

学校全般について

その他

グラフ タイトル

前回調査 今回調査

 

 

 

令和５年度調査 学校生活で満足していること（中学生） 

  前回調査        今回調査 
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56.1%

34.4%

9.5%

5.3%

[]

42.3%

40.4%

36.8%

19.0%

16.3%

6.1%

2.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

進路のこと

（新規追加）

とくにない

勉強のこと

部活動のこと

（新規追加）

友だちのこと

先生のこと

その他

グラフ タイトル

前回調査 中学生 今回調査 中学生

③学校で困っていること、不安に思うこと（小中学生） 

小学生は、前回と同様、「とくにない」が一番多く、７割以上となっています。また、今回から新たに

調査を行った「進路のこと」が１割程度となっています。 

  小学生・・・上段（前回調査：３６７人）・下段（今回調査：７５３人）  複数回答 

74.9%

12.8%

9.8%

4.9%

1.1%

74.0%

13.8%

12.1%

9.4%

2.1%

2.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

とくにない

友だちのこと

勉強のこと

進路のこと

（新規追加）

先生のこと

その他

グラフ タイトル

前回調査 小学生 今回調査 小学生

令和５年度調査 学校で困っていること、不安に思うこと（小学生）

 中学生は、前回は「とくにない」が一番多かったですが、１５．７％減少し、今回から新たに調査を行

った「進路のこと」が４２．３％で、一番多くなっており、また、「部活動のこと」も１９．０％となっていま

す。 

   中学生・・・上段（前回調査：１８９人）・下段（今回調査：５８９人）  複数回答 

 
  

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  前回調査      今回調査 

令和５年度調査 学校で困っていること、不安に思うこと（中学生） 

  前回調査      今回調査 

４．２％ 
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④携帯電話やスマートフォン所持率（小中学生） 

中学生は、今回調査では持っている人が９割を超えました。今回、初めて調査を行った小学生も、

持っている人は６割を超えています。 

小学生・・・上段（７５３人）   中学生・・・中段（前回調査：１８９人）・下段（今回調査：５８９人）  単数回答 

 

 

⑤タブレット学習について（小中学生） 

今回、新たに調査を追加した、タブレット学習については、小学生・中学生共に「調べることができ

る」は９割を超えており、「資料をつくることができる」、「発表することができる」も高い割合となって

います。一方、「苦手」という回答も小学生１１．９％、中学生２３．３％ありました。 

小学生・・・上段（７５３人）   中学生・・・下段（５８９人）  複数回答 

  持っている      持っていない 

  小学生      中学生 
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⑥学校教育で特に力を入れる必要があると思う、または、学校に期待すること（市民） 

前回同様に「いじめや不登校のない学校づくりをすすめること」が最も多く、次いで、今回から新た

に調査を行った「多様性を尊重する心を育むこと」、「運動能力や体力を向上させること」、「子どもと

地域が協働できるような交流活動や体験活動を充実させること」となっています。 

市民・・・上段（前回調査：３３３人）・下段（今回調査：３７３人）  複数回答  

 

  小学生      中学生   小学生      中学生 

令和５年度調査 学校教育で特に力を入れる必要があると思う、または学校に期待すること（市民） 

  前回調査      今回調査 
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  ⑦今後、学校に対して協力・支援できると思うこと（市民） 

前回同様に「登下校への協力」が最も多くなっています。２番目に多いのは「学校・家庭・地域の連

携（地域協働学校※）による活動」で、前回と比べて１４．３％増えています。 

市民・・・上段（前回調査：３３３人）・下段（今回調査：３７３人）  複数回答 

 

  前回調査        今回調査 

令和５年度調査 今後、学校に対して協力・支援できると思うこと（市民） 
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⑧現在の教育施策で重要だと思うもの（保護者） 

割合が多いものは、「ＩＣＴ（情報通信技術）※を活用した教育の推進」、「不登校やいじめ問題の 

解消を図る取り組み」、「国際理解教育、英語（外国語）教育の充実」、「地域協働学校※など学校・家庭・

地域の連携」となっています。 

保護者（８６８人）  複数回答  （上位１０項目抜粋） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

令和５年度調査 現在の教育施策で重要だと思うもの（保護者） 
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⑨ＩＣＴ（情報通信技術）※を活用した教育で、期待すること（保護者） 

割合が一番多いものは、今回新たに追加した「インターネット等の危険性などを学ぶ、情報モラル

教育を行う」であり、３割を超えています。前回と同様、「プログラミング※を体験しながら、コンピュー

タに意図した処理を行わせるために必要な論理的思考力を身につける」も多く、２４％となっていま

す。 

保護者・・・上段（前回調査：５５６人）・下段（今回調査：８６８人）  単数回答 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和５年度調査 ＩＣＴ（情報通信技術）を活用した教育で、期待すること（保護者） 

  前回調査        今回調査 
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⑩教育に関する課題の関心度（教員） 

「不登校対応の在り方」が４６．６％で一番多く、次に「教育ＤＸ※（ＧＩＧＡスクール構想※含む）の推

進」、「令和の日本型学校教育※の推進」「部活動の地域移行」「いじめ対応の在り方」の順となってい

ます。 

教員（３５２人）  複数回答  （上位１０項目抜粋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和５年度調査 教育に関する課題の関心度（教員） 
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⑪仕事をするうえで、大変だと感じること（教員） 

前回と同様、「授業、授業準備、学習指導」、「保護者・ＰＴＡ※対応」、「事務・報告書作成」、「生徒指

導」の順に多くなっています。ほとんどが前回よりも増えている中、「事務・報告書作成」、「成績処理」

の２つだけはわずかに減っています。 

 教員・・・上段（前回調査：３８５人）・下段（今回調査：３５２人）  複数回答  （上位１０項目抜粋） 

 

 

 

 

 

 

 

  前回調査        今回調査 

令和５年度調査 仕事をするうえで、大変だと感じること（教員） 
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⑫今後、学校を核とした地域づくりをする上で、学校にどのような複合的機能を持たせるとよいか

（市民・保護者・教員） 

 市民・・・上段（３７３人） 保護者・・・中段（８６８人） 教員・・・下段（３５２人）  複数回答 

 

令和５年度調査 今後、学校を核とした地域づくりをする上で、学校にどのような 
    複合的機能を持たせるとよいか（市民・保護者・教員） 

  市民        保護者      教員 
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第３節 中学生ヒアリング調査 

このヒアリング調査は、次代を担う若い世代が将来の夢を実現し、活躍できるよう、安心して

学べる学校づくりに向けて、今回は、大井中学校と福岡中学校の２校に協力をいただき、今の学

校生活での率直な意見を伺いました。 

ヒアリング調査の方法は、事前にワークシートに記入してもらい、ヒアリングの際に各自発表、

意見交換をしていただきました。下記に多い意見等を抜粋しました。 

 

１．みなさんの学校のいいところ・気になる課題を挙げてください。 

 大井中学校 福岡中学校 

い

い

と

こ

ろ 

・あいさつが盛んである 

・何にでも積極的である 

・行事に熱心である 

・部活動が盛んで、意欲的である 

・人数が多く、スケールメリットがある 

・図書室の本が充実している 

・あいさつが盛ん、元気、明るい生徒が

多い 

・団結力がある 

・行事に一生懸命である 

・部活動が活発で、積極的に参加し、多

くの結果を出している 

・合唱のレベルが高い 

課

題 

・人数が多いことで、デメリットがある 

（コロナ禍も影響し、生徒間・地域交流が

少ない） 

・マナーが悪い人がいる 

・他学年との交流が少ない（コロナ禍が

影響している） 

・忘れ物をする人がいる 

・学校の周りの道が狭い 

 

２．学校にあったらいいもの。行きたくなる学校づくりとして、何かアイデアはありますか。 

大井中学校 福岡中学校 

・休み時間の自習室 

・昼休みに体育館やコンピューター室の開放 

・仮眠室やリラックスできる場所 

・冷水機 

・学校での居場所づくり 

・生徒間交流、レク活動の実施 

・職業体験 

・自習室 

・冷水機 

・花木を植えるスペース 

・文化祭、生徒主体イベント、他学年交流イ

ベントの開催 
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３．デジタル技術を使って、どんなことを学びたいですか。また、どんなことをやってみたいで

すか。 

大井中学校 福岡中学校 

・プログラミング※ 

・学習内容に沿った映像授業 

・美術などでデジタルイラスト 

・プレゼンテーション、発表会 

・今後に活かせるもの 

・プログラミング※ 

・地理・歴史などの学習での活用 

・グループで調べ学習 

・ワード、パワーポイントなど、将来社会

に出て必要なスキルを身につけたい 

・バーチャル職業体験 

 

４．学校で身につける必要があると思う能力や態度は、ありますか。 

大井中学校 福岡中学校 

・コミュニケーションスキル（関わる・伝え

る・聴く・違いを理解する） 

・マナー 

・責任感 

・思考力 

・コミュニケーション能力 

・礼儀、マナー、敬語（ＴＰＯに応じた） 

・感謝の心 

・積極性、チャレンジ精神 

・学習したものを応用できる力 

 

５．自宅や学校、また、それら以外で、あなたが安心して過ごせる場所はありますか。 

ふじみ野市内であなたがよく行く場所や使うスペースなど、みんなに紹介したい場所があれば教

えてください。 

大井中学校 福岡中学校 

・図書館 ・公園 ・商業施設 

・図書館 ・公園 ・商業施設 

・塾の自習室 ・児童館 

・祖父母の家、友達の家  

 

６．あなたは、ボランティアやお祭り、地域協働学校※などを通じて、地域の人（自宅や学校の近

くに住む人）と話したり、関わったりする機会がありますか。どんな活動でどんな方達とかかわ

りがあるかなどを教えてください。 

大井中学校 福岡中学校 

・あいさつ（近所に住んでいる人・スクール

ガードリーダー※等） 

・ボランティア（近所に住んでいる人） 

・お祭り（近所に住んでいる人） 

・あいさつ（近所に住んでいる人・スクー

ルガードリーダー※、警察官等） 

・マンションのイベント（マンションに住

んでいる人） 

・地域のイベント（近所に住んでいる人） 
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 ７．スポーツや習い事、ボランティア、お祭りなど取り組んでいること、今後新たに挑戦したい

こと 

大井中学校 福岡中学校 

・クラブチーム、習い事 

・地域活動 

・習い事 ・防災訓練 

・お祭り ・ボランティア 

 

＜大井中学校 模造紙（抜粋）＞（令和５年１１月１３日実施） 
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＜福岡中学校 模造紙（抜粋）＞（令和５年１１月７日実施） 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○このヒアリング時に、授業でタブレットやスクリーン投影を多く使うことから、教室の照度を落とす

必要があるが、カーテンが古く、変色しているという意見や、丈が足らず、光が差し込むとの意見

等が多くありました。そのため、令和６年度に集中的に各学校のカーテン交換を行いました。ご意

見ありがとうございました。 
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第４節 本市における教育の現状と課題 

教育を取り巻く社会の動向と社会状況の変化や本市の教育に関する統計データ、アンケート結

果等を踏まえ、本市における教育の主な現状と課題を７つの観点から整理します。 

 

施策１ 確かな学力を育む教育の推進 

新型コロナウイルス感染症の世界的な感染拡大に象徴されるように、将来の予測が困難な時代

の中で、一人一人が豊かで幸せな人生と持続可能な社会の実現のためには、社会への主体的な関

わりや多様な人々との交流を通じて新たな価値を創造し、未来を切り拓くことのできる力をもっ

た人材を育てることが求められています。また、グローバル化やＤＸ※は労働市場に変容をもたら

しており、これからの時代の働き手に必要となる能力は変化しています。 

新しいものを創り出す創造力や、他者と協働しチームで問題を解決するといった、ＡＩ※やロボ

ットによる代替が困難である能力が、今後一層求められることが予測され、教育の内容も、こう

した変化に適切に対応していくことが求められています。今後ますます、確かな学力と次代を担

う総合的な人間力を備えた子供たちの育成が必要となっています。 

小中学生の保護者の５割が、アンケートでは、「ＩＣＴ（情報通信技術）※を活用した教育の推

進」が重要であると考え、ＩＣＴ（情報通信技術）※を活用した教育に関しては、「インターネッ

ト等の危険性などを学ぶ、情報モラル教育を行う」、「プログラミング※を体験しながら、コンピ

ュータに意図した処理を行わせるために必要な論理的思考力を身につける」という意見が多く、

一人一台端末※を効果的に活用しながらも、デジタル社会の正負の両側面に留意し、情報モラルと

デジタルリテラシー※を身に付けると共に、自分で考え行動できる力を育む教育・支援が重要とな

っています。 

また、同様に保護者アンケートでは、「国際理解教育、英語（外国語）教育の充実」を重要と

回答しており、持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ※）や、持続的に発展する社会の担い手となるよう、

社会的な課題に対してグローバルな視野で、自らの問題として捉え、身近なところから取り組む

子供たちの育成（持続可能な開発のための教育：ＥＳＤ※）や、主体的に社会の形成に参画する力

を育むことが一層重要となっています。 

 

施策２ 心身ともに健康で、豊かな人間性を育む教育の推進 

児童生徒のいじめに対して、ふじみ野市いじめ見逃しゼロ連絡協議会※、ふじみ野市いじめ問題

対策委員会※や、各学校のいじめ問題対策委員会※等と組織的にいじめ対策の連携、推進を図り、

積極的ないじめの認知と速やかな課題解決に努めてきました。いじめは、どの子供にも、どの学

校でも起こり得るものであるとの認識のもと、子供たちにいじめを許さない・見逃さない意識を

醸成することが必要であり、様々な場面を通じて、「他人を思いやる気持ちの育成」を進めていま

す。 

アンケートでも、小中学生の保護者の５割が、「不登校やいじめ問題の解消を図る取組」は重要

であると回答しています。また、市民アンケートでも６割を超えて、「いじめや不登校のない学校

づくりをすすめること」が学校教育で力を入れる必要があると回答しており、引き続き、いじめ

の未然防止、早期発見・早期対応に取り組む必要があります。 
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また、小中学生アンケートでは、「友達のこと」、「勉強のこと」、「進路のこと」など困っている、

不安に思っている児童生徒が一定割合いるため、個々の実情に応じ、あらゆる場面で相談ができ

る体制が求められています。また、保護者アンケートでは、約３割の保護者が、コロナ禍を経て、

子供の体力向上を求めており、体育の授業や休み時間の運動を通じて、「運動に親しむ児童生徒の

育成」を図り、心身ともに健康で、豊かな人間性を育む教育の推進が必要となっています。 

子供たちの現代的な健康課題として、食物アレルギーのある児童生徒が年々増加しています。原

因物質（アレルゲン）を含む献立の資料提供や卵乳除去食の提供等の対応をしていますが、心身

の成長段階に応じて、自分自身でアレルゲンに気付き、食や健康を管理していく力を育成してい

くことが重要となっています。 

図書館については、小学校図書館と市立図書館システムの連携により、学校図書館の充実につ

ながりました。今後は、中学校でも連携を進めていく必要があります。 

 

施策３ 変化に柔軟に対応できる教育環境の充実 

 社会が大きく変化する中で、学校の課題も複雑化・多様化しており、教員アンケートで大変だ

と思うものとしては、「授業、授業準備、学習指導」、「保護者・ＰＴＡ※対応」、「事務・報告書作

成」、「生徒指導」の順で高い割合となっています。 

 このような要請に適切に対応していくため、教員研修の重要度のアンケートでは、「教科・科目

に関する研修」、「ＩＣＴ※を活用したＧＩＧＡスクール構想※等、情報化に関する研修」「学級経

営・学校経営に関する研修」が重要視されており、これらの研修の充実による、教員の更なる資

質・能力向上が必要となっています。また、組織として対応できるよう、学校組織運営の改善を

図るとともに、教職員の支援体制を整える等の働き方改革の推進が重要となっています。 

施設面については、市民や小中学生の保護者アンケートで、「教育施設・設備の充実」が重要で

あるという割合が一定数あり、今後も、校舎等の計画的な改修を進め、安全・安心で快適な笑顔

あふれる学校づくりの充実が重要となっています。 

今後は、多様な学習形態や弾力的な活動を可能とする施設形態、将来の人口減少等を踏まえた

学区再編等の検討に合わせた、計画的な施設の整備、更新が必要となっています。 

 

施策４ 地域との連携・協働による教育の推進 

令和２年度に市内小中学校１９校全てに学校運営協議会※を設置し、家庭や地域の視点を取り入

れた、開かれた学校運営に取り組んできました。近年では、地域コミュニティの希薄化により、

家庭・地域の連携強化が求められており、小中学生の保護者だけでなく市民アンケートでも、「地

域協働学校※など学校・家庭・地域の連携」が重要だとしています。引き続き、学校・家庭・地域

が連携・協働した、地域協働学校※の機能も活用して、質の高い学校教育の推進が重要となってい

ます。 

また、地域のつながりが希薄化する中で、「学校を核とした地域づくり、まちづくり」が重要と

なっており、各小中学校に地域コーディネーター※を配置し、地域学校協働活動※を推進していま

す。今後は、地域コーディネーター※同士の取組に関する情報共有や、「つながる」ための体制づ

くり、学校での活動場所（拠点）の確保、地域コーディネーター※が持つネットワークを活かした

地域人材の発掘と地域学校協働ネットワーク※の拡大が課題となっています。 
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 学校を「新しい学びの公共空間」として捉え、学校施設の空間が地域住民の交流や多様な学び

の活動場所として活用できるようにすることが、地域学校協働活動※を推進していく上でも求めら

れています。 

 ふじみ野市の歴史や文化財については、市民アンケートでも約３割が、「貴重な財産であり、保

護・活用・ＰＲを積極的に行うべき」、「子供など次世代に引き継がれることを望む」という意見

であり、地域の歴史と文化を次世代に引き継ぐ仕組みづくりが必要となっています。 

 

施策５ 子供と家庭をあったかく包みこむ地域づくりの推進 

 家庭教育は全ての教育の出発点であり、子供の基本的生活能力や基本的倫理観、社会的マナー

を身に付ける等の非常に重要なものですが、社会や家庭を取り巻く環境が大きく変化しており、

各家庭に応じた支援が必要となっています。 

放課後子ども教室※については、地域の方が指導員として活躍しており、地域の方の「得意」を

活かして児童が様々な体験をする場になっています。また、文京学院大学との連携により、授業

の一環で大学生が活動に参加するなど、新たな試みが定着しつつあります。一方で指導員が不足

している学校もあるため、地域住民へ活動内容の周知を図るなど、新たな指導員を確保する取組

が必要となっています。 

 

施策６ 生涯にわたる学びの機会と誰もが地域や社会で活躍できる「場」の創出 

社会教育に関する市民アンケートでは、「市の図書館を利用していない」と回答した人が６割、

「市の文化施設等の公共施設を利用していない」と回答した人が７割と、前回調査より増加して

おり、コロナ禍を経て、情報提供の方法や工夫、また、ライフステージに応じた学習活動の場の

提供等、参加意識を高めることが必要となっています。 

社会教育活動では、これまでにも様々な講座等を開催し、学びの場を提供してきましたが、生

涯にわたる生きがいを持ち、人生を心豊かに生きるため、様々な学びを通して自己の能力を高め

るための、学習機会の提供や環境整備、また、市民の主体的な活動支援と様々な主体との協働を

進めることが重要となっています。 

今後はより一層、市長部局や民間団体との連携を取りながら、「学び」と「実践」の事業展開や、

身近な場所での学びの場を提供するために、様々な場所での事業展開が必要となっています。更

に、人権や平和に関する学習、障がい者の学習機会の拡大や多文化理解等、共生社会※や社会的包

摂※を推進する学びの展開が必要となっています。 

 ふじみ野市の歴史や文化財に関する、市民アンケートでは、資料館を「利用していない」との

回答が９割程度を占める一方、歴史や文化財については保護・活用や次世代への継承を望む声が

３割程度あり、郷土の歴史文化を学ぶ機会と場所を増やすことが必要となっています。そのため

に、地域住民と子供が共に学ぶ場づくりや、文化施設や商業施設等でのアウトリーチ※活動等のき

っかけづくりが望まれています。 

引き続き、歴史文化を守り、将来に伝える体制を構築し、永く文化財等を維持していくための

指針を作成するとともに、新たな資料館整備のための大規模改修工事を進めていますが、時代の

ニーズにあった、楽しく学べて、活動しやすく、ふじみ野市の歴史や文化を総合的に学ぶことが

できる、内容的にも新しい資料館となるような工夫が必要となっています。 
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施策７ 文化芸術・スポーツ活動を通じた地域交流、コミュニティの活性化 

 市民や団体の文化活動の交流、発表の場として実行委員会や地域団体等が中心となり、「市民文

化祭」や「文化芸術アウトリーチ※事業」、「各種スポーツ事業」等を開催していますが、コロナ禍

を経て、より多くの市民が参加できるよう、機運の醸成に向けた取組、文化活動・スポーツ事業

を通じた交流や、活動成果を地域に還元できる仕組みの構築が求められています。 

また、障がいの有無、国籍、年齢に関わらず、市民の誰もが気軽に文化芸術やスポーツに触れ

ることができる機会が求められています。 
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 第３章 本市が目指す教育の姿 

第１節 基本理念 

あったかな絆で未来を紡ぐふじみ野の「共育※」 

～Ｆｕｊｉｍｉｎｏ
ふ じ み 野

 Ｗｅｌｌ-ｂｅｉｎｇ
ウ ェ ル ビ ー イ ン グ

※～ 
時代の潮流や、これまでの取組を踏まえ、第３期ふじみ野市教育振興基本計画の基本理念とし

て、「あったかな絆で未来を紡ぐふじみ野の『共育※』～Ｆｕｊｉｍｉｎｏ Ｗｅｌｌ‐ｂｅｉｎｇ※（ふじみ野 ウ

ェルビーイング※）～」を掲げます。 

「あったかな絆」とは、本市が「地域協働学校※」により深めてきた学校・家庭・地域の連携・

協働を表現し、「未来を紡ぐ」とは、予測困難な時代において、学校教育と社会教育の一体的な推

進を図る「学社融合」の考えのもと、コミュニティ・スクール※と地域学校協働ネットワーク※の

連携・協働をより一体的に推進し、子供たち一人一人の可能性を引き出し伸ばすこと、「ふじみ野

の『共育※』」とは、第１期及び第２期ふじみ野市教育振興基本計画で取り組んできた子供と大人、

それぞれの学びがお互いの学びにつながり、更には、人づくりとまちづくりの好循環を生み出す

「共育※」により一層取り組んでいくことを意味しています。 

そして、子供を真ん中に置きながら、教育に関わる全ての人が相互に、精神的な豊かさや健康

までを含めた幸福や生きがいを実感していくことで、学校を取り巻く構成員や家庭、更には、地

域や社会までの幅広いウェルビーイング※の深化につながるとの考え方から、「Ｆｕｊｉｍｉｎｏ Ｗｅｌｌ‐

ｂｅｉｎｇ※（ふじみ野 ウェルビーイング※）」という言葉で表現しています。このように、本市の

教育振興基本計画を通して、社会全体のウェルビーイング※の実現に取り組んでいきます。 

この先１０年を見据え、変化の激しい時代において、市民一人一人が豊かで幸せな人生を送り、

持続的に発展する社会の創り手となることを目指し、「多様性・協働・包摂」の３つの視点に立ち、

本市の特徴的な取組である学校・家庭・地域だけでなく、行政の各部署も関わりながら、地域協

働学校※を核として、２２世紀を生きる子供たちの生きる力を育む「共育※」を推進していきます。 
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「主体的・対話的で深い学び」の教育活動を展開し、急激に変化する社会

の中でも、他者と共に、たくましく生き抜く力を備えた子供を育成する

とともに、確かな学力（知識・技能に加え、自ら学び、主体的に判断・

行動し、よりよく問題解決する力）と、グローバル化する社会の持続的

な発展に向けて学び続ける子供たちの育成を図ります。 

新しい時代に求められる資質・能力を育むために、学校・家庭・地域が

それぞれの役割を自覚し、連携・協働して絆を深め、従来の枠組みや既

成概念に捉われず、子供から大人までが共に学び合い、共によりよい社

会の創り手となれるような「共育※」の推進を図ります。 

 

市民一人一人が、生涯学習を通して幸せや生きがいを感じるとともに、

自らが地域社会の創り手となり、郷土愛を育み、多様な主体と協働でつ

くる豊かで住みやすい持続可能な地域づくりのための学びと文化芸

術・スポーツ活動の推進を図ります。 

第２節 基本方針 

本市教育の基本理念の実現に向けて、次の３つの基本方針に沿って施策の展開を図ります。 

基本方針１ 生きる力(＊)の育成 

 

 

 

 

 

 

 

 

(＊)「生きる力」とは 

変化の激しいこれからの社会を生きる子供たちに身に付けさせたい「確かな学力」、「豊かな

人間性（自らを律しつつ、他人と共に協調し、他人を思いやる心や感動する心など。）」、「たく

ましく生きるための健康や体力」の３つの要素からなる力。 

 

基本方針２ 絆を深め、地域社会との協働による「共育※」の推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本方針３ 協働による持続可能な地域づくりのための学びの推進 
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第３節 施策体系 

基本理念 

あったかな絆で未来を紡ぐふじみ野の「共育※」  

～Ｆｕｊｉｍｉｎｏ

ふ じ み 野

 Ｗｅｌｌ-ｂｅｉｎｇ

ウェルビーイング

※～ 

 

基本方針 施策 施策の展開 

基本方針１ 

 

生きる力の

育成 

１ 確かな学力を育

む教育の推進 

（１）多様な教育ニーズに対応し、一人一人の学力を確実に伸

ばす教育の推進 

（２）新しい時代に求められる資質・能力の育成 

（３）伝統と文化を尊重しグローバル化に対応する教育の推進 

（４）教育ＤＸ※の推進 

（５）社会に開かれた教育課程※を活用した自立する力の育成 

（６）主体的に社会の形成に参画する力の育成 

２ 心身ともに健康

で、豊かな人間

性を育む教育の

推進 

（１）共生社会※の実現に向けた教育の推進と社会的包摂※ 

（２）人権を尊重した教育の推進 

（３）道徳教育の推進 

（４）体験活動の充実 

（５）生徒指導の充実 

（６）教育相談の充実 

（７）学校保健・体育、食育の推進 

（８）読書活動の推進 

３ 変化に柔軟に対

応できる教育環

境の充実 

（１）小中連携・小中一貫教育※の推進 

（２）学校の組織運営の改善 

（３）教職員の資質・能力の向上 

（４）質の高い教育を支えるＩＣＴ※環境の充実 

（５）学校安全の推進 

（６）学校施設の計画的整備の推進 

（７）学校給食センターの管理・運営の充実 

基本方針２ 

 

絆を深め、

地域社会と

の協働によ

る｢共育※｣

の推進 

４ 地域との連携・

協働による教育

の推進 

（１）家庭・地域と連携した教育の充実 

（２）地域協働学校※の推進 

（３）新しい学びの拠点としての学校施設の活用促進 

５ 子供と家庭をあ

ったかく包みこ

む地域づくりの

推進 

（１）家庭教育事業の充実 

（２）放課後を活用した体験活動の充実 

基本方針３ 

 

協働による

持続可能な

地域づくり

のための学

びの推進 

６ 生涯にわたる学

びの機会と誰も

が地域や社会で

活躍できる「場」

の創出 

（１）地域課題の解決と持続可能な地域づくりの基盤を支える

社会教育の推進 

（２）生涯学習・社会教育活動の奨励と支援 

（３）学びの成果を還元し共に活躍する仕組みの充実 

（４）地域の歴史文化の活用と継承 

（５）人権教育と平和事業の推進 

７ 文化芸術・スポ

ーツ活動を通じ

た地域交流、コ

ミュニティの活

性化 

（１）文化芸術活動の推進 

（２）スポーツ活動の推進 

（３）地域の文化芸術・スポーツクラブ活動と中学校部活動と

の連携・協働 
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    第２編 各論 
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 基本方針１ 生きる力の育成 

施策１ 確かな学力を育む教育の推進 

 

〇少子高齢化社会の到来や、急速なグローバル化の進展とともに、人生１００年時代の到来及び

超スマート社会（Ｓｏｃｉｅｔｙ ５．０※）の実現に向けたデジタル技術の発展など、急激に変化す

る社会の中で、国際社会をたくましく生き抜く力や、多様な価値観を持つ人々と協働しながら

新たな価値を創造する力を兼ね備えた児童生徒の育成が急務となっています。そのために、学

習指導要領※を踏まえて、「主体的·対話的で深い学び」を通して、知識や技能はもちろんのこ

と、思考力や判断力、表現力などを身に付け、自ら学習を調整する力を高めることにより、さ

らなる学力の向上に取り組む必要があります。 

 

 

〇地域協働学校※の機能を活かし、児童生徒の交流機会の創出や体験活動などを通して、他人を

思いやる心や規範意識、コミュニケーション能力を向上させるとともに、一人一人に合ったき

め細やかな指導の充実を図ります。 

〇一人一台端末※を活用した授業改善を中心として、教育デジタルトランスフォーメーション（Ｄ

Ｘ）※を推進します。 

 

施策の目標 

現状と課題・背景 
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（１）多様な教育ニーズに対応し、一人一人の学力を確実に伸ばす教育の推進 

〇個別化・協働化・探求化、自己調整学習（学習進度や学習到達度に応じ、自らの学習を調整

しながら粘り強く取り組む学習）を通して、児童生徒の学習意欲と学力を確実に伸ばす教育

を推進します。 

〇全ての児童生徒が基礎的・基本的な知識や技能を確実に習得し、思考力・判断力・表現力や

主体的に学習に取り組む態度等を身に付けるための教育を推進します。 

〇個々の興味・関心・意欲等を踏まえたきめ細やかな指導・支援を充実させ、児童生徒の可能

性を引き出す教育を推進します。 

〇「埼玉県学力・学習状況調査※」等の成果や課題を踏まえ、「主体的・対話的で深い学び」の

視点に基づいた授業改善を推進します。 

 

（２）新しい時代に求められる資質・能力の育成 

〇主体性や当事者意識を持ち、多様な人々と協働し、自立及び自律する力を育成します。 

〇児童生徒が幸せや生きがいを感じられるウェルビーイング※を実現し、将来の夢や目標を持ち、

自立した大人へと成長できるよう、一人一人に合ったきめ細やかな指導・支援・自尊心を高

めるような応援を行います。 

〇多様な人々と交流し、新たな価値を発見・創造し、豊かな人生や社会の未来を切り拓くこと

ができる力を育成します。 

〇多様な人々と協働し、言語能力、情報活用能力、問題発見・解決能力を育成する教育を推進

します。 

 

（３）伝統と文化を尊重しグローバル化に対応する教育の推進 

〇社会経済的課題の解決に参画するグローバル・リーダーや、グローバルな視点を持って地域

社会の活性化を担う人材を育成します。 

〇ふじみ野市をはじめ、我が国の伝統と文化を尊重し、学校における教育活動全体を通して視

野を広げ、国際社会の平和と発展に寄与する態度、地球規模の課題の解決にチャレンジする

精神などを養う教育を進めます。 

〇多文化共生の精神など、異なる文化・価値観を乗り越えて関係を構築する力を育成します。 

○グローバル化に対応するために、外国語教育の充実、ＳＤＧｓ※の実現に貢献するＥＳＤ※等

を推進します。 

施策の展開と取組 
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（４）教育ＤＸ※の推進 

〇デジタル社会の技術革新が急速に進展する時代を生き抜くため、学習の基盤となる資質・能

力としての情報活用能力を育成し、ＩＣＴ※を活用した学習活動の充実を図り、デジタル人材

を育成します。 

〇学習者用デジタル教科書の段階的導入とともに、ＧＩＧＡスクール構想※を着実に推進します。 

〇一人一台端末※を活用した児童生徒の情報活用能力を育成します。 

〇文部科学省の生成ＡＩ※の教育利用に関するガイドラインに基づく学校教育を推進します。 

〇児童生徒の科学技術や理科・数学、ものづくりに対する興味・関心を高め、基礎的素養や論

理的に考える力を育成します。 

〇教育データの効果的な分析・利活用により、新たな知見を創出し、社会の持続的な発展を牽

引する人材を育成します。 

〇日常の授業・学習におけるＭＥＸＣＢＴ（文部科学省が開発したオンライン学習システム）

の活用を推進します。 

 〇基本的な操作技能やプログラミング的思考※、情報モラル、情報セキュリティ、統計等に関す

る指導の充実を図ります。 

 

（５）社会に開かれた教育課程※を活用した自立する力の育成 

〇社会のつながりの中で学ぶことで、児童生徒が自分の力で人生や社会をよりよくできるとい

う実感が持てる教育を推進します。 

〇各発達段階に応じて、関係機関や関係部局などと連携・協働して、社会的・職業的自立に必

要な能力や態度の育成を通して、自分らしい生き方の実現を促す進路指導・キャリア教育※

を推進します。 

 

（６）主体的に社会の形成に参画する力の育成 

〇望ましい集団活動を実現し、自己を生かす力を育成します。 

〇社会の中で自立し、他者と協力しながら生き抜く力を育成します。 

 〇発達段階に応じて、関係機関と連携し、教科等横断的な視点に立った教育を推進します。 

 〇探求的な学習や体験学習を通じ、多様な他者と協働しながら主体的に学び、話し合い、考え

をまとめ・集約することなどにより、コミュニケーション能力や問題解決能力を育成します。 
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主な具体的取組 概要 
予算事業名 

（担当課） 

〇少人数指導支援員※の

配置 

少人数指導のための支援や、一人一人の子供に合わせ

た学習支援 

教育支援事業 

（学校教育課） 

〇学び・育ちサポーター

（支援員）※の配置 
学校生活にうまく適応できない児童生徒の支援や補助 

〇中学校教科補充講師の

配置 
中学校における教科指導及び成績評価 

〇特別支援学級※等介助

員の配置 
特別支援学級※等に在籍する児童生徒の支援や補助 

〇日本語適応指導員の派

遣 
外国籍の児童生徒への日本語習得の支援や補助 

〇社会科副読本※の改訂 
地域学習のための教材として、教科書とは別に作成され

た副読本を毎年新しい情報に改訂している 

〇研究委嘱補助金事業 
市から委嘱を受けた小中学校が行う自校の課題解決に

向けた教職員の各種研修及び研究事業に対する補助 

〇ＡＬＴ※（小学校外国語

活動助手及び中学校英

語指導助手）の派遣 

外国語が母語である外国語指導助手が外国語教育をサ

ポート 
国際化·情報化

教育推進事業 

（学校教育課） 〇教育用及び校務用コン

ピュータの整備 

児童生徒一人一台タブレット端末の整備及び教師用コン

ピュータの整備 

 

 

 

指標名 基準値（令和５年度） 目標値（令和１２年度） 

学力が伸びた児童生徒数の割合 

（埼玉県学力·学習状況調査※による） 

小学生７６.０％ 

中学生６９.３％ 

小学生７７.０％ 

中学生７０.０％ 

授業中のタブレット端末の活用率 

(週３回以上） 

小学生６８.２％ 

中学生８７.５％ 

小学生１００％ 

中学生１００％ 

主な関連指標 

主な具体的事業 
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施策２ 心身ともに健康で、豊かな人間性を育む教育の推進 

 

〇人間関係の希薄化や規範意識の低下が指摘されており、人間としてのよりよい生き方を身に付

け、実践できる児童生徒の育成が急務となっています。その礎となる豊かな人間性を育むため、

道徳性を養うとともに、児童生徒の発達段階に応じた多様な体験活動が求められています。 

〇多様化する社会や様々な家庭環境を反映して、より専門的な見地からの教育相談のニーズが増 

加し、教育相談室※の質的・量的な相談機能の充実が重要になってきています。 

〇学校教育において、児童生徒の発達段階に応じた人権教育をより一層推進し、多様な人権課題

を理解し、人権感覚を身に付け、人権を尊重する意識の高揚に取り組んでいく必要があります。 

〇いじめは、どの子供にも、どの学校でも起こりうるものとの認識のもと、学校と家庭、地域、

関係機関が連携して、いじめを許さない・見逃さない環境づくりを推進し、いじめの未然防止、

早期発見・早期対応に取り組む必要があります。 

〇埼玉県における児童生徒の体力は、小学生、中学生のそれぞれにおいて、低下傾向にあります。

日常的な身体活動の減少や運動をする子としない子の二極化傾向も指摘されています。子供が

自らの健康を適切に管理し改善していく資質や能力を育成していく必要があります。 

〇少子化が進展する中、部活動は、従前と同様の体制で運営することは難しくなってきており、

部員数の不足や顧問の担い手不足により、存続が厳しい部活動もあります。今後、外部人材活

用や地域クラブ等との連携など、持続可能な運営体制を整えることが必要です。 

〇子供が自分自身で食や健康を管理していく力を育成していくことが重要になってきています。 

〇学校、家庭、地域等において子供が読書に親しむ機会の提供と環境の整備・充実を図り、子供

の読書活動に関する啓発・広報を行うとともに、読書に親しむための推進体制の整備を行う必

要があります。 

〇小学校図書館と市立図書館のシステムの連携により、授業での図書資料の有効活用や学校図書

館の充実につながっています。今後は中学校図書館との連携を進める必要があります。 

 

 

〇次代を担う児童生徒が社会の一員としての自覚を持つために、多様な人々との関わりやふれあ

いなど、様々な体験を通して、豊かな心の醸成を図ります。 

〇学校教育における人権教育を通じて、子供の権利や最善の利益について、児童生徒の理解促進

を図ります。 

〇様々な道徳的課題に児童生徒が向き合う「考え、議論する道徳※」を推進します。 

〇「いじめ防止対策推進法」等に基づき、いじめ未然防止、早期発見・早期対応に向けた組織的

な取組を推進します。 

〇教育相談の充実を図ります。 

〇心身の健康を保持増進し豊かなスポーツライフを実現するための資質・能力を育成するととも

に、児童生徒の体力の向上を図ります。 

施策の目標 

現状と課題・背景 



48 
 

〇児童生徒が食に関する正しい知識を身に付け、義務教育を終えたあとに一人できちんと食事が

できる食育指導を推進します。 

〇個人の読書活動を支援するとともに、本を媒介とした事業を通して豊かな人間性を育みます。 

〇学校・家庭・地域における子供たちの読書活動を推進します。 

〇小学校図書館に加え、中学校図書館と市立図書館のシステム連携を進め、図書資料の有効活用

を図ります。 
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（１）共生社会※の実現に向けた教育の推進と社会的包摂※ 

〇多様な個人それぞれが自分のよさや可能性に気付き、伸ばしていく学びを推進します。 

〇多様な教育ニーズに応じた多様な学びの場の整備を進め、インクルーシブ教育※システムの構

築の視点に立った特別支援教育を推進します。 

〇多様な個人が「長所・強み」を生かし、互いに認め合い・支え合い・尊重し合いながら共に

生きる社会的包摂※の実現に取り組みます。 

〇誰一人取り残されない学びの保障に向けた不登校対策（ＣＯＣＯＬＯプラン）を推進します。 

〇学習活動に支障がある日本語指導が必要な児童生徒に、関係機関と連携・協働して、状況に

応じた支援を推進します。 

〇ＬＧＢＴＱ※やヤングケアラー※などの正しい理解のための周知・啓発を行い、ヤングケアラ

ー※については早期発見に繋げ、関係機関と連携して個々の状況に応じた支援に取り組みます。 

〇就学援助制度等の周知を図り、支援を必要とする家庭に対して、経済的な支援を推進します。 

〇教育相談室※の教育心理相談員や各学校でのスクールカウンセラー等による教育相談におい

ては、保護者の抱える子育てに関する多様な悩みなどを相談しやすい雰囲気づくりに努め、

その解決に向けては、関係機関に適切に繋げるなど、連携して総合的な支援を実施します。 

 

（２）人権を尊重した教育の推進 

〇発達段階に応じて、人権問題の正しい理解と人権感覚を身に付け、自分の大切さとともに他

の人の大切さを認めることができる児童生徒を育成します。 

〇男女共同参画、ＬＧＢＴＱ※や障がいのある人、外国人などへの偏見や差別、同和問題（部落

差別）やインターネットによる人権侵害、拉致問題など様々な人権課題について、学校教育

だけではなく、様々な専門機関と連携して人権感覚を養います。 

〇誰一人取り残されず、多様な個人それぞれが幸せや生きがいを感じられる共生社会※の実現に

取り組みます。 

 

（３）道徳教育の推進 

〇各校の道徳教育推進教師を中心に、道徳科を要とし、全教育活動を通じて道徳教育を推進し

ます。 

○児童生徒が多面的・多角的な視点から自分自身の問題として「考え、議論する道徳※」の授業

を展開します。 

○「彩の国の道徳※」を活用するとともに、家庭用「彩の国の道徳※」を活用し、学校・家庭・

地域が連携した道徳教育を推進します。 

施策の展開と取組 
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（４）体験活動の充実 

〇人間的な成長に不可欠な豊かな体験の機会を確保し、持続可能な社会の創り手となる力を育

成します。 

〇公共の精神に基づいて個人と社会との関係を適切に理解するとともに、主体的に社会的課題

に対応し、将来の社会を担っていくことができる力を育成します。 

○発達段階に応じて職業に触れる体験や企業・社会福祉施設での職場体験など、勤労観・職業

観を育成する体験活動を推進するとともに、その振り返りを行い、活動の定着を図ります。 

〇児童生徒の文化芸術活動への参加促進等、文化芸術活動の充実を図ります。 

 

（５）生徒指導の充実 

〇「児童の権利に関する条約」における４つの原則（差別の禁止、子どもの最善の利益、生命・

生存及び発達に対する権利、子どもの意見の尊重）に基づく生徒指導を実践します。 

〇児童生徒一人一人の個性を見出し、よさや可能性の伸長と社会的資質・能力の発達を支える

と同時に、自己の幸福追求と社会に受け入れられる自己実現が図れる取組を推進します。 

〇生徒指導の実践上の４つの視点（①自己存在感の感受 ②共感的な人間関係の育成 ③自己

決定の場の提供 ④安全・安心な風土の醸成）を内在化させ、教科指導と生徒指導を一体化

させた授業づくりを推進します。 

〇喫緊の生徒指導上の諸課題解決を図るため、学校内外の連携・協働に基づく「チームとして

の学校」による生徒指導体制の構築と充実を図ります。 

〇多様な背景を持つ児童生徒へのアセスメント※に基づく対応など、生徒指導の充実を図ります。 

〇家庭・地域と協力して、より多くの大人が児童生徒の悩みや相談を受けとめることができる

ような、いじめの早期発見やいじめを見逃さない取組を推進します。また、地域協働学校※

を中心に関係機関とも連携して、温かな社会づくりを推進します。 

〇自殺対策基本法や自殺総合対策大綱に基づき、自殺予防教育の充実に取り組みます。 

〇思春期を迎える児童生徒の「不安や悩みへの対処」や「ストレスへの対処」などについて、

関係機関と連携しメンタルヘルス教育※に取り組みます。 

 

（６）教育相談の充実 

〇児童生徒のアセスメント※に基づき、個別性・多様性・複雑性に対応する教育相談の充実を図 

るとともに、学校内を中心に居場所（学習室等）づくりを推進し、周知、活用を図ります。 

〇発達支持的・課題予防的教育相談の視点を取り入れた教育活動の充実を図ります。 

〇各学校と教育相談室※との連携をより一層充実させ、不登校をはじめ、多様なニーズに対応で

きる相談体制づくりを推進します。 

 ○ＩＣＴ※を活用した不登校支援等を推進します。 

〇スクリーニング会議※を中心に、配慮を要する児童生徒に必要な支援体制を確立します。 

〇校長や教頭、教育相談主任、担任などで構成する校内の対策チームと子育て支援課、児童発

育・発達支援センター※、保健センター、児童相談所等の関係機関と連携したチームによる支

援体制を確立します。 

〇教職員の教育相談研修を充実し、生徒指導と教育相談を一体としたチーム支援を推進します。 
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（７）学校保健・体育、食育の推進 

〇生涯にわたり健康で豊かなスポーツライフを実現するため、学校での授業や体育的行事、部

活動などの体育的活動や地域のスポーツ活動の充実を図り、児童生徒に運動習慣が身に付く

取組を推進します。 

〇命の大切さ、性教育、健康教育に関する正しい知識と理解、適切な態度や行動が取れるよう、

児童生徒の発達段階を踏まえ、学校全体で計画的に取り組みます。 

〇部活動の運営に当たっては、文化・スポーツ振興課と、市スポーツ協会、市文化協会、大学

等の関係団体と連携し、学校運動部と文化部のリソースと地域のもつリソースを相互に連

携・協働し、部活動と地域クラブの在り方などの検討を続け、持続可能な運営体制の整備と

生涯スポーツ・文化芸術活動の活性化を図ります。 

〇食に関する正しい知識と望ましい食習慣を児童生徒たちが身に付けられるよう、学校・家庭・

地域の三者が協働して食育の啓発を推進します。 

〇食物アレルギーのある児童生徒が、義務教育の９年間をかけ、義務教育終了後に児童生徒自

身でアレルゲンに気付き、安全に摂食できる力を付けられるよう、保護者、学校と連携を取

りながら、成長段階に応じた指導を行います。 

〇地場産食材の活用を推進し、食を通じて地域の気候風土を感じられる魅力ある学校給食を提

供します。 

〇学校ファームの体験活動などを通して、食べ物の生産過程や生産者の思いなどに気付けるよ

うな取組を推進します。 

 

（８）読書活動の推進 

〇学校・家庭・地域における児童生徒たちの読書活動を推進するため、市立図書館の司書や学

校図書館支援員、学校図書活用促進員が積極的に関わりながら、家読の支援や小中学校の図

書委員との連携事業などを推進します。 

〇学校図書館に引続き図書館支援員を継続して配置し、市立図書館との連携を進めます。 

〇小中学校図書館と市立図書館のシステム連携を進め、教育活動での図書資料の有効活用の推

進と、中学校の授業や教育活動での図書活用の支援や市立図書館と図書委員との連携事業を

推進します。 

〇地域に開かれた学校施設として、学校図書館の地域開放を推進します。 
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主な具体的取組 概要 
予算事業名 

（担当課） 

〇ふれあい講演会※の

実施 

第一線で活躍している社会の先輩の仕事に関する講演

を聞くことで、働くことの意義を知り、将来の進路を考

えるきっかけづくりや、様々な職種に視野を広げること

などを目的に実施 

教育支援事業 

（学校教育課） 

〇中学生社会体験チャ

レンジ事業 

地域の中で職場体験等の様々な体験活動や多くの人と

触れ合うことで、社会性や自立心を養い、たくましく生

きる力を身に付ける 

〇人権教育研修会の実

施 

さまざまな人権課題についての研修を教員が受けるこ

とで理解を深め、児童生徒への指導に生かす 

〇小中学校音楽鑑賞教

室の実施 

市内小学校６年生を対象に東邦音楽大学ウインドオーケ

ストラによる演奏を鑑賞する機会を提供し、豊かな情操

を育成する 

〇食物アレルギー対応

（エピペン）研修会の

実施 

研修で具体的な事例等を知ることで、学校における食物

アレルギーに関する対応の理解を深める 

〇特別支援学級※等介

助員の配置 
特別支援学級※等に在籍する児童生徒の支援や補助 

〇日本語適応指導員の

派遣 
外国籍の児童生徒への日本語習得の支援や補助 

〇学び・育ちサポーター

（支援員）※の配置 
学校生活にうまく適応できない児童・生徒の支援や補助 

教育相談事業 

（学校教育課） 

〇さわやか相談員※の

配置 
学校での児童生徒等への相談・支援 

〇教育相談員·教育心理

相談員の配置 

教育相談室※における児童生徒等への教育相談活動、知

能及び発達検査の実施 

〇適応指導員※の配置 不登校の児童生徒に対する学校復帰への支援等 

〇外部指導者※と部活

動指導員の配置 

部活動顧問の指導に加え、外部指導者※を活用して支援

や援助を行う 
学校·家庭·地域

連携推進事業 

（学校教育課） 

〇学校応援団※の協力

による見守り活動の

充実 

学校・家庭・地域の連携事業（地域学校協働活動※）とし

て多くの地域の方に協力をいただいている、登下校の

児童生徒の見守りや花壇整備、読み聞かせ、学習支援ボ

ランティアなどの活動 

主な具体的事業 
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主な具体的取組 概要 
予算事業名 

（担当課） 

〇学校運営協議会※の

充実 

学校と地域が一体となった学校づくりを進めるため、学

校及び学校運営協議会※の運営に必要な支援などを行

う 

地域協働学校※

推進事業 

（学校教育課） 

○児童生徒・教職員健

康診断及び就学時健

康診断の実施 

学校保健安全法に規定する各種健康診断を実施 

健康管理事業 

（学校教育課） 

○歯科衛生士による歯

科保健指導の実施 
歯科衛生士が学校を訪問し、歯科保健指導を実施 

〇日本スポーツ振興セ

ンター災害共済給付

制度の周知及び活用 

学校管理下において起きた、児童生徒等の負傷や事故

等に対する災害共済給付制度について、周知及び加入

を促進し、事案発生時に活用を図る 

〇衛生講習会の実施 栄養士から調理員に対し、衛生管理に係る指導を実施 

なの花学校給

食センター・あ

おぞら学校給食

センター管理運

営事業 

（学校給食課） 

○学校給食用物資購入 学校給食用物資の選定及び購入 

○食育学校訪問の実施 
栄養士等が各小学校の給食時間にクラスを訪問し、給食

時の状況把握及び食育指導を実施 

○食育校内放送資 

料、食育だより、 

  地場産ポスター、  

献立予定表の作成 

及び配付 

児童生徒が食に関する正しい知識と望ましい食習慣を

身に付けるための食育の啓発を実施 

○食物アレルギー資料

の作成及び配付 

児童生徒のアレルゲンに合わせた、食物アレルギー資料

の作成・配付 

○食物アレルギー対応

食（卵乳除去食）の提

供 

なの花学校給食センターで、卵乳を除去した食物アレル

ギー対応食の調理・提供 

〇入学準備金·奨学金の

利子補給の実施 

日本政策金融公庫及び日本学生支援機構から借り入れ

た奨学金等に対し、返済利子のうち、全部または一部を

補助 

入学準備金・奨

学金利子補給

金交付等事業 

（教育総務課） 

〇就学援助、特別支援

教育就学奨励の実施 

市内小中学校に在籍する児童生徒の保護者に対し、家

庭の経済状況により、教育に要する経費を援助 

就学援助·奨励

事業 

（学校教育課） 
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主な具体的取組 概要 
予算事業名 

（担当課） 

○学校図書館と市立図

書館システムとの連

携推進 

学校図書館と市立図書館のシステム連携及び配送車の

巡回により、団体貸出や読書支援の充実を図る 

図書館管理運

営事業 

（社会教育課 

 図書館） 
○ふじみ野市立小学校

図書室のＩＣＴ※化 

学校図書館資料と市立図書館資料の一元管理による効

率的な運用を図る 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

指標名 基準値（令和５年度） 目標値（令和１２年度） 

「学校に行くのが楽しい」と答えた児童生徒数

の割合 

（全国学力·学習状況調査※において、「当ては

まる」、「どちらかと言うと、当てはまる」と回答

した児童生徒の割合） 

小学６年生８２.３％ 

中学３年生８２.４％ 

小学６年生９０.０％ 

中学３年生８６.０％ 

食物アレルギー対応研修会開催率 １００％ １００％ 

地域協働学校活動※参加者数 ２,２２０人 ２,７００人 

不登校児童生徒の出現率 

（生徒指導に関する調査※による） 

小学生１.４％ 

中学生５.１％ 

小学生０.７％ 

中学生４.２％ 

人口１人当たりの図書貸出数 ６.０３冊 ８.３０冊 

主な関連指標 
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施策３ 変化に柔軟に対応できる教育環境の充実 

  

〇社会が大きく変化する中で、学校における教育活動は多岐にわたっています。障がいのある児

童生徒や日本語指導を必要とする児童生徒への対応、学力に課題のある児童生徒への教育支援、

「小１プロブレム※」、「中１ギャップ※」といわれる学校間の接続期や、中学校卒業後における

児童生徒の不適応など、学校が直面する課題も様々です。これらの課題を解決するためには、

教職員の資質・能力の向上はもちろん、学校と幼保小連絡協議会※、小中連携協議会※等の関係

機関が連携して組織全体として課題解決にあたる必要があります。 

〇若手教職員の増加、産休・育休取得者や特別支援学級※の増加等に伴う教員不足、教職員の長時

間勤務による負担の大きさを背景に、優秀な人材の確保が困難になってきている等の課題が生

じています。様々な教職員研修だけでなく、経験年数や専門性に応じた研修を行う等、教職員

研修の充実を図り、教職員の資質・能力を向上させ、学校の教育力を高める必要があります。 

〇児童生徒が安全に安心して学習活動に取り組めるよう、校舎、体育館などの学校施設の整備を

計画的に進める必要があります。 

〇安全で安心な学校給食を継続的に提供するため、適切な学校給食センターの管理・運営が求め

られています。また、なの花学校給食センターのＰＦＩ※事業が令和１２年度で終了することか

ら、今後の学校給食センターの運営方針について総合的に検討・決定していく必要があります。 

 

 

〇学校管理職が学校経営者として必要なリーダーシップとマネジメント力を高め、信頼される学

校づくりを推進します。 

〇働き方の改善及び教職員の長時間勤務の縮減を図り、結果として教育の質を向上させます。 

〇研修の質を高め、教職員の指導力と使命感の向上を図ります。 

〇一人一台端末※の効果的な活用や学校経営に必要な会計年度任用職員の配置など、児童生徒及び

教職員に対する支援体制を整えます。 

〇児童生徒が安全で快適な環境で学習できるよう、計画的な施設整備を進めていきます。また、

施設の状況を適宜把握し、不具合箇所は修繕対応するなど、必要な措置を講じます。 

〇なの花学校給食センターと、あおぞら学校給食センターを適切に管理し、計画的な修繕を実施

します。また、学校給食センターの今後の運営方針、安全・安心な学校給食の安定的提供を総

合的に検討・決定します。 

〇幼保小中連携を推進します。 

 

施策の目標 

現状と課題・背景 
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（１）小中連携・小中一貫教育※の推進 

〇幼・保・小の連携を密に行い、学校間の接続期における不適応などの教育課題に対して、必

要な基本的な資質を培い、創造的な個性の伸長を目指します。 

〇義務教育課程の小中学校９年間の連続性や一貫性を重視した教育を展開することで、学習意

欲の向上や、小学校から中学校への円滑な接続を推進します。 

〇市内全体の人口動向などを踏まえ学校規模の適正化を図るために、小中一貫教育※による教育

課程特例校※、９年制の義務教育学校※について研究・検討を進めます。 

 

（２）学校の組織運営の改善 

〇学校運営協議会※と地域学校協働活動※との連携・協働により、学校運営のガバナンス※を高

め、より一層の公開性を高めます。 

〇教職員の長時間勤務の縮減を図り、児童生徒と向き合う時間を確保し、教育の質の向上を目

指します。 

〇校長を中心とした学校組織マネジメント力の強化を図り、学校・教師が担う業務の適正化を

推進します。 

〇学校運営や教育指導に外部人材や専門スタッフ等、多様な人材が携わることのできる学校の

実現を推進します。 

 

（３）教職員の資質・能力の向上 

〇学校教育の質の維持向上、教職員のモラルの向上を図るとともに、指導力と使命感のある教

職員の育成に努めます。 

〇教職員の年齢構成を踏まえ、ベテラン教員の培われたスキルと若手教員のＩＣＴ※等のスキル

の融合を図り、新しい時代に求められる指導の創出に努めます。 

〇初任者研修をはじめ年次研修、臨時的任用教職員研修、学校指導訪問などを通して、教職員

の資質・能力の向上に努めます。 

 

（４）質の高い教育を支えるＩＣＴ※環境の充実 

〇新しい時代に求められる資質・能力の育成のため、一人一台端末※を効果的に活用した授業が

展開できるよう環境整備を推進します。 

〇会計年度任用職員の効果的な活用や、校務支援環境の整備による教職員の業務効率化を図り

ます。 

 

施策の展開と取組 



57 
 

（５）学校安全の推進 

〇児童生徒が生き生きと活動し、安心して学べる教育環境の整備・充実を図り、安全確保に努

めます。 

〇児童生徒が自ら安全に行動したり、他の人や社会の安全のために貢献できるよう、家庭、地

域、関係機関等との連携・協働による学校安全教育の取組を推進します。 

○学校への不審者侵入の対策として、各学校の危機管理マニュアルの教職員への周知と実践的

訓練を推進するとともに、児童生徒の危機回避能力を育成します。 

〇地震・風水害・火災等の災害時避難訓練に加え、全国瞬時警報システム（Ｊアラート）等に

対応する新たな訓練を推進します。 

○学校関係職員の採用に際しては、性犯罪歴等についての証明を求める仕組み（日本版ＤＢＳ）

の活用を図ります。 

 

（６）学校施設の計画的整備の推進 

〇これからの新しい時代の学びに対応できる学び舎として、児童生徒数の将来動向などを踏ま

えながら施設整備、更新を図ります。 

〇学校に人が集い地域の活性化やまちづくりの核となるよう、地域と共に部局横断的な行政と

の連携を図り、学校施設の多機能化、機能充実を目指します。 

〇学校校舎や体育館などの学校施設の計画的な整備、維持改修等の対応を行います。 

 

（７）学校給食センターの管理・運営の充実 

〇ＰＦＩ※事業を展開しているなの花学校給食センターは運営事業者に対する継続的なモニタ

リング※を実施し、市直営のあおぞら学校給食センターは施設・設備の計画的な整備・修繕を

実施します。 

〇なの花学校給食センターが令和１２年度でＰＦＩ※事業運営の期間満了を迎えることから、そ

の後の運営手法、管理のあり方などについて、検討・決定していきます。 
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主な具体的取組 概要 
予算事業名 

（担当課） 

〇ふじみ野市教育研究

会補助金事業の実施 

教育水準の向上を図るため、市内の各小学校及び中

学校の教職員で構成するふじみ野市教育研究会が

行う各研究事業等に対して、教育研究事業費補助金

を交付 

教育支援事業 

（学校教育課） 

〇希望研修の実施 
学校現場のニーズに応じた研修を実施することで、

教員の資質向上を図る 

〇個人·グループ研修の

実施 

自ら課題を設定し、実践を通して追究する研修を実

施することで、教員の資質向上を図る 

〇臨時的任用教職員研

修会の実施 

臨時的任用教職員に対し、教員としての資質を磨

き、指導力の向上を図るための研修を実施 

〇学校研究委嘱※の推

進 

ふじみ野市教育委員会が市立小中学校に、自校の課

題解決に向けた教職員の各種研修及び研究事業の

委嘱を行うことで、学校教育における指導の充実及

び教育水準の向上を図る 

〇各種支援員研修会の

実施 

学び・育ちサポーター※、特別支援学級※等介助員、少

人数指導支援員※、中学校教科補充講師、さわやか

相談員※、教員業務支援員等支援員に向けた、業務に

関する研修の実施 

〇人事評価研修会の実

施 

小中学校長を対象に人事評価制度についての理解

を深め、人事評価を適正に実施するための研修を実

施 

〇定例及び臨時校長

会、教頭会の実施 

小中学校長を対象に、円滑な学校運営に資する指

示・伝達を行うための校長会と、小中学校教頭を対

象に、教頭の資質を磨き、校長の学校運営を補佐す

る力を高める教頭会を実施 

〇教職員ストレスチェッ

クの実施 

教職員のストレスへの早期対応、メンタルヘルス不調

の予防を図るため、教職員ストレスチェックを実施 

健康管理事業 

（学校教育課） 

〇小・中学校の内外装

工事、設備改修工事

の実施 

市内小中学校の校舎等の適切な維持管理等のため、

学校施設の内外装や設備等の改修工事を実施 

小・中学校大規模 

改造事業 

（教育総務課） 

○学校運営の支援 
市内小中学校に事務職員や校務員を配置し、学校運

営に係る支援を実施 小・中学校運営事業 

（教育総務課） 

○学校用備品の購入 市内小中学校で使用する、机や椅子等の備品を購入 

主な具体的事業 
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主な具体的取組 概要 
予算事業名 

（担当課） 

〇交通安全教室の実施 

市内全小学校における交通安全教室及び、中学校で

のスケアードストレート教育技法による交通安全教

室を実施 

交通安全推進事業 

（道路課） 

〇総合防災訓練の実施 

ふじみ野市地域防災計画に基づく初動体制を実践及

び体験し、市民の防災意識の向上と自助・共助の強

化を図る訓練を実施 

防災訓練事業 

（危機管理防災課） 

〇校区内防犯会議の実

施 

市内における犯罪情勢や子供に対する声掛け事案の

発生状況等及びそれらに対する対応策などを情報交

換・共有し、各校による防犯体制の強化を図る 

防犯推進事業 

（危機管理防災課） 

〇なの花学校給食セン

ターのＰＦＩ※事業にお

ける運営管理 

なの花学校給食センター運営事業者のモニタリング

※管理及び今後の運営管理の検討・決定 

なの花学校給食 

センター・あおぞら

学校給食センター管

理運営事業 

（学校給食課） 

〇あおぞら学校給食セ

ンターの施設維持管

理 

あおぞら学校給食センターの計画的な施設・設備の

修繕及び今後の運営管理の検討・決定 

 

 

 

 

指標名 基準値（令和５年度） 目標値（令和１２年度） 

学校評価 

（地域協働学校※で実施する教職員・保護者・学

校関係者アンケートによる満足度） 

８２.３％ ８８.０％ 

学校応援団※（学校における働き方改革を踏ま

えた活動）参加目標人数 
９,５００人 １０,４５０人 

総合健康リスク 

（職場環境が教職員の健康にどの程度影響が

あるか示したもの、全国平均を１００とする） 

８９ １００未満 

小中学校の大規模改造工事実施済校数 

（２巡目） 

０校/１８校 ５校/１８校 

主な関連指標 
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 基本方針２ 絆を深め、地域社会との協働による｢共育※｣の推進 

施策４ 地域との連携・協働による教育の推進 

 

〇子供たちを取り巻く環境は劇的に変化し、家庭の教育力の低下や教育格差の是正等さまざまな

課題を抱える中、今後ますます学校・家庭・地域が一体となって子供たちを育てることが重要

となります。 

〇学校を核として、人づくりとまちづくりの好循環を生み出す「地域協働学校※」の取組が浸透し、

教育支援・安全確保・環境整備等の分野で学校・家庭・地域が連携・協働することで、「社会に

開かれた教育課程※」の実践に努めています。 

〇保護者や地域住民に対して、学校の教育活動への理解を深め、地域の教育力を生かした教育活

動を一層推進するとともに、地域の企業や人材等、教育資源の発掘に努める必要があります。 

〇各小中学校に地域コーディネーター※を配置し、地域学校協働活動※を推進しています。今後の

活動を充実させていくために、活動しやすい環境づくりが課題です。 

〇地域の歴史や文化を次世代へ継承していくための場所として、学校に文化財展示室等の設置を

進め、子供たちの学習活動に活用しています。今後は文化財展示室を使って、地域住民が地域

の歴史と文化を子供たちへ語り継ぐ仕組みづくりが必要です。 

 

 

〇地域の実情に応じた、コミュニティ・スクール※と地域学校協働ネットワーク※との一体的推進

を図ります。また、地域の豊かで多様な人材を配置して学校と地域を結ぶ仕組みを充実させ、

学校・家庭・地域との連携・協働による教育の推進を図ります。 

〇地域と学校を結ぶ役割を担う地域コーディネーター※が活動しやすい環境を整えます。 

〇学校内のスペースを活用し、地域の歴史や文化を身近に感じてもらえるような文化財の展

示と地域の歴史や文化を語り継ぐ地域住民との協働活動を展開します。 

 

施策の目標 

現状と課題・背景 
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（１）家庭・地域と連携した教育の充実 

〇「社会に開かれた学校」の実現のため、地域全体で子供の学びや育ちを支える地域協働学校※

の推進を図り、学校から地域への情報発信の強化や、保護者や地域住民、企業、高校生や大

学生等の学校支援活動への参画を促進します。 

〇市内全小中学校に設置されている学校運営協議会※での活発な議論を通して、学校・家庭・地

域が、目指す子供像や地域像を共有し、学校運営の透明性を高めるとともに、地域の教育力

を活用して学校運営のガバナンス※を高めます。 

 

（２）地域協働学校※の推進 

〇学校教育と社会教育の一体的な推進を図る「学社融合」の考えのもと、コミュニティ・スク

ール※と地域学校協働ネットワーク※の連携・協働をより一体的に推進します。 

○市内全小中学校の学校運営協議会※での熟議による、目指す子供像・地域像を、学校・家庭・

地域が共有し、学校運営の透明性を高めるとともに、地域の教育力を活用して学校運営のガ

バナンス※を高めます。 

〇地域コーディネーター※も学校運営協議会※に参画し、目指す子供像や地域像を共有しながら

学校運営協議会※と一体的に地域学校協働活動※を推進します。 

〇地域コーディネーター※の活動が円滑に行えるよう校内に活動拠点を確保し、地域学校協働活

動※を推進しやすい環境を整えます。 

〇各課が保有する人材情報のネットワーク化を図るとともに、民間団体等とのネットワークづ

くりを進め、地域学校協働ネットワーク※の充実を図り、地域人材の発掘・育成を進めます。 

 

（３）新しい学びの拠点としての学校施設の活用促進 

〇学校が「地域の核」となって、地域住民のふれあいの場、学びの場として、効果的に活用で

きるよう環境整備を推進します。 

〇開かれた学校づくりと地域のつながりづくりのため、地域住民の生きがいづくりとなる講座

やサークル活動の場として、身近な学校施設の効果的な活用を推進し、「新たな学び」の創造

や地域と共に育む教育を推進します。 

〇文化財を学習活動に効果的に活用し、子供たちが地域の歴史や文化を学べる機会を増やすた

め、校内に文化財展示室の設置を進めます。 

 

施策の展開と取組 
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主な具体的取組 概要 
予算事業名 

（担当課） 

〇ふれあい講演会※の

実施 

第一線で活躍している社会の先輩の仕事に関する講演

を聞くことで、働くことの意義を知り、様々な職種に視

野が広がり、将来の進路を考えるきっかけづくり等を

目的に実施 
教育支援事業 

（学校教育課） 
〇フレッシュサポータ

ー※の配置 （文京学

院大学等） 

市内にある大学等の学生を希望する小中学校へ派遣す

ることで、児童生徒の学習支援や生活支援の充実を図

ると共に、学生のキャリア形成の推進を図る 

〇学校·家庭·地域連携

推進事業 

家庭を含む地域全体で学校教育を支援する体制づくり

を推進することにより、学校の活性化及び家庭や地域

の教育力の向上を図る 

学校·家庭·地域連

携推進事業 

（学校教育課） 

〇外部指導者※と部活

動指導員の配置 

部活動顧問の指導に加え、外部指導者※を活用して支

援や援助を行う 

○学校応援団※の協力

による見守り活動の

充実 

学校・家庭・地域の連携事業（地域学校協働活動※）とし

て多くの地域の方に協力をいただいている、登下校の

児童生徒の見守りや花壇整備、読み聞かせ、学習支援

ボランティアなどの活動 

〇放課後児童クラブ※

の管理及び運営 

市立放課後児童クラブ※の指定管理者モニタリング※管

理、保育料の徴収及び入退室管理と、民設民営クラブ

への事業委託を行う 

放課後児童クラブ

※管理運営事業 

（子育て支援課） 

〇学校運営協議会※の

充実 

学校と地域が一体となった学校づくりを進めるため、

学校及び学校運営協議会※の運営に必要な支援などを

行う 地域協働学校※推

進事業 

（学校教育課） 

地域学校協働活動

※推進事業 

（社会教育課） 

〇地域学校協働ネット

ワーク※の構築・拡大 

行政、自治組織、地域住民、教育機関、企業、ＮＰＯ等を

つなぎ、地域学校協働活動※を進めるためのネットワー

クを構築し、拡大を図る 

〇地域コーディネータ

ー※の活動支援 

地域コーディネーター※が、より円滑に充実した活動が

できるよう、随時相談を受けて、必要な時は関係部署

への橋渡し等を行い、定期的に情報を共有する場や研

修の機会を設けている 

○放課後子ども教室※

の実施 

放課後の安全・安心な居場所の確保を目的として、小

学校施設を活用し、地域住民の協力を得ながら子供た

ちが様々な活動を体験する場を提供 

地域学校協働活動

※推進事業 

（社会教育課） 

〇青少年関係支援団体

が実施する事業への

補助 

市内の青少年育成関係支援団体に対して、補助金の交

付と事務局事務を行う 

子ども·子育て支

援対策事業 

（子育て支援課） 

主な具体的事業 
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主な具体的取組 概要 
予算事業名 

（担当課） 

○学校への文化財展示

室の設置と活用の推

進 

一部、空き教室等がある小中学校に文化財を展示する

ことで、児童生徒の歴史や文化への興味・関心を高め

ると共に、郷土愛の醸成を図る 

文化財展示室設

置・活用事業 

（資料館） 

 

 

 

 

指標名 基準値（令和５年度） 目標値（令和１２年度） 

「学校に行くのが楽しい」と答えた児童生徒数

の割合 

（全国学力·学習状況調査※において、「当ては

まる」、「どちらかと言うと、当てはまる」と回答

した児童生徒の割合）《再掲》 

小学６年生８２.３％ 

中学３年生８２.４％ 

小学６年生９０.０％ 

中学３年生８６.０％ 

学校応援団※（学校における働き方改革を踏ま

えた活動）参加目標人数《再掲》 
９,５００人 １０,４５０人 

地域学校協働活動※事業数 １５３件 ２３６件 

地域協働学校※活動参加者数《再掲》 ２,２２０人 ２,７００人 

主な関連指標 
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施策５ 子供と家庭をあったかく包みこむ地域づくりの推進 

 

〇現在、家庭を取り巻く社会状況の変化や家庭環境の多様化、家庭と地域とのつながりの希薄化

などにより、身近な人から子育てを学ぶ機会が減少していることが、家庭教育における課題と

して懸念されています。 

〇家庭教育は、全ての教育の出発点であり、子供が基本的な生活習慣や生活能力、思いやり、善

悪の判断等の基本的倫理観、自立心や自制心、社会的なマナー等を身に付ける際に重要な役割

を果たすものです。家庭の教育力の低下を防ぐために、地域や社会全体で家庭教育を学ぶ機会

の提供や、保護者同士の交流の支援、保護者と地域との交流の場づくりなどの環境を整えるこ

とにより、家庭教育力の維持・向上を図ることが重要です。 

〇ＰＴＡ※活動は、子供たちのより良い教育環境の実現や、学校・家庭・地域のコミュニティを繋

ぎ、強化する重要な役割を果たしています。その一方で、共働き家庭の増加や価値観の多様化

などの社会情勢の変化により、家庭教育学級※などへの保護者の参加機会が減少することが危惧

されています。 

〇放課後子ども教室※では、指導員として地域住民が各々の得意分野を活かして活躍し、子供たち

が様々な体験をしています。また、文京学院大学との連携により、大学生が活動に参加するな

ど、新たな試みが定着しつつあります。一方で指導員が不足している学校もあるため、新たな

指導員を順次確保していく工夫が必要です。 

 

 

〇家庭教育を支える環境が大きく変化する中で、家庭の教育力の維持・向上を図るために、保護

者が抱える子育てに関する悩みや不安を解消できるよう家庭教育学級※の開催を支援します。 

〇ふじみ野市ＰＴＡ※連合会や入間地区ＰＴＡ※連絡協議会の運営等を支援することにより、市内

外のＰＴＡ※が取り組んでいる好事例の情報共有を図り、各学校におけるＰＴＡ※活動を推進し

ます。 

〇放課後子ども教室※の拡充のため、地域住民へ活動内容を周知し、参加・協力につながる人材確

保や研修会の実施等による人材育成に努めます。 

〇多世代交流を進めるため、文京学院大学と連携し、放課後子ども教室※への大学生の参加を継続

します。 

 

 

 

 

 

 

施策の目標 

現状と課題・背景 
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（１）家庭教育事業の充実 

〇子育て中の親を対象とした、家庭教育に関する学習を推進します。 

〇保護者が学び合い、教養を高め、家庭に還元することにより子供たちの健全な発達につなが

るよう、家庭教育学級※の開催を支援していきます。 

〇各学校におけるＰＴＡ※活動を通じて、保護者が学校運営に関与することにより、教育活動に

対する理解や社会貢献の意義についての認識を深め、総合的な家庭の教育力向上を図ります。

また、保護者負担に配慮した持続可能な運営を支援していきます。 

 

（２）放課後を活用した体験活動の充実 

〇小学校全校で放課後子ども教室※を開校し、地域ボランティアや市内大学等の連携・協働のも

と、放課後における工作やスポーツ活動等の体験活動の場と異年齢交流の場を提供し、学校

間の取組の交流、指導員研修を通して体験活動の充実を図ります。 

〇地域住民や大学生など、多様な人々が関わる体験学習事業の開催や図書館のティーンコーナ

ーの充実など、子供たちが人間関係や視野を広げる機会となるよう、家庭や学校以外の居場

所づくりに取り組みます。 

施策の展開と取組 
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主な具体的取組 概要 
予算事業名 

（担当課） 

〇家庭教育学級※の充実 

家庭教育学級※において、講座を実施する際の講師へ

の謝礼の支払いや、講座受講者の子供を預かる際の保

育ボランティアの派遣等の実施 

学校·家庭·地域 

連携事業 

（学校教育課） 

〇放課後子ども教室※の

実施 

放課後の安全・安心な居場所の確保を目的として、小学

校施設を活用し、地域住民の協力を得ながら子供たち

が様々な活動を体験する場を提供 

地域学校協働活

動※推進事業 

（社会教育課） 

〇放課後児童クラブ※の

管理及び運営 

市立放課後児童クラブ※の指定管理者モニタリング※管

理、保育料の徴収及び入退室管理と、民設民営クラブ

への事業委託を行う 

放課後児童クラ

ブ※管理運営事

業 

（子育て支援課） 

〇家庭教育事業の開催 

核家族化が進む中で、子育て家庭が孤立しないよう、小

学校入学を控えた親子を対象に、子育てを支援するた

めの入学準備講座等を開催 

成人教育事業 

（上福岡西公民

館） 

 

 

 

 

指標名 基準値（令和５年度） 目標値（令和１２年度） 

小学校入学準備講座参加者数 １８人 ８０人 

主な関連指標 

主な具体的事業 
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 基本方針３ 協働による持続可能な地域づくりのための学びの推進  

施策６ 生涯にわたる学びの機会と誰もが地域や社会で活躍できる「場」の創出 

 

〇社会教育施設では様々な講座等を開催してきましたが、社会教育施設に留まらず、様々な場所で

多角的な事業を展開し、個々の学びが地域・社会の課題解決につながるよう、市民活動の支援や

様々な主体との協働を進めることが重要です。 

〇地域づくりの基盤となる、地域学校協働活動※や学びを通したつながりづくりが必要です。 

〇人生１００年時代を見据え、社会や地域で活躍し続け、健康で豊かな人生を送るために、社会人の

学び直しやスキルアップの機会を得ることが重要となっています。 

〇引き続き社会教育施設の適正な維持管理に努める必要があります。 

〇市の歴史や文化財を、指定、未指定に関わらず子供たちや次世代に引き継いでいくために、地域

の人々と連携しながら保存活用を行う取組や文化財の防災・防犯対策等の指針を含めた、文化財

の保存活用の指針を作成する必要があります。 

〇資料館施設の老朽化への対応とふじみ野市の歴史と文化を総合的に学ぶ場として、施設の刷新を

図る必要があります。 

〇人権や平和に関する学習や、障がい者の学習機会の拡大や多文化理解等、共生社会※や社会的包

摂※を推進する学びを展開していく必要があります。 

 

〇生涯学習から、市民同士のつながりや地域課題の解決を図る社会教育事業へと展開させ、地域の

誰もが心豊かに暮らせる「場のウェルビーイング※」の創出を目指します。 

〇地域学校協働活動ネットワーク※を活用して、地域課題や地域人材を発掘し、社会教育事業の展開

に結び付けるとともに、地域人材の活躍の場を創出します。 

〇様々な場所や方法により事業を展開し、生涯学び続ける学習者のすそ野を広げます。 

〇講座等の情報や活動団体の情報については、必要な情報を入手しやすい情報提供を進めます。 

〇地域に根差した学びと実践の循環をサポートします。 

〇地域人材の発掘・育成を進め、地域学校協働活動※や地域での活躍の場を創出します。 

〇連携協定を締結している大学や民間企業と連携し、リカレント教育※の機会の提供やリスキリング※

の視点を踏まえた学びの機会を提供します。 

〇社会教育施設については、引き続き適正な維持管理に努め、安全な施設運営を行います。 

〇文化財保護行政の計画的かつ将来的な見通しと共通認識を図るため、文化財保存活用地域計画

を策定し、地域住民と連携した文化財の保護と活用を進めます。 

〇ふじみ野市の歴史と文化を総合的に学べる場として、資料館を統合し、統合後の新たな資料館と

なる、旧大井図書館・旧大井郷土資料館の大規模改修工事を進めるとともに、時代のニーズに合っ

た魅力的な施設づくりを行います。 

〇人権や平和に関する学習と共生社会※や社会的包摂※の実現に向けた学びを展開します。 

現状と課題・背景 

施策の目標 
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（１）地域課題の解決と持続可能な地域づくりの基盤を支える社会教育の推進 

〇地域学校協働活動ネットワーク※を活用し、市民や団体・地域等との協働により、市民の興味関

心から地域課題の学習、実践につながるような教育プログラムづくりを進めます。 

〇事業参加者相互の学び合いを大事にしながら交流を促進し、事業の企画段階から地域団体や

市民と職員が一緒に計画・立案するなど、地域活動への参加、参画を促進します。 

〇共生社会※や社会的包摂※の実現に向けた学習に取り組み、多様な人々の学習の機会・場づく

りを推進し、活躍の場を広げます。 

〇教育委員会事務局に社会教育主事の配置を充実させ、市の他部署やふじみ野ステラ・イース

ト及びふじみ野ステラ・ウェスト等の文化施設に配置されている社会教育士や民間団体と連

携しながら、社会教育事業を推進します。 

〇市民の持続可能な学びを支援していくために、社会教育担当部署はもとより、教職員や市長

部局の行政職員等の社会教育主事任用資格の取得を推進し、社会教育の専門職員の育成と連

携を進めます。 

 

（２）生涯学習・社会教育活動の奨励と支援 

〇自らが学ぶ意欲を持って行われる組織的な学習活動や教育活動を奨励し、生涯にわたって学

び続ける学習者の育成や主体的に社会につながろうとする意識を高めるため、学習活動や教

育活動に参加しやすい環境づくりを整えます。 

〇障がい者や外国籍市民等を対象とした学習機会の提供をより一層推進するとともに、社会的

包摂※の視点を持って、講座や体験等の開催方法等を工夫します。 

〇身近な場所での学びを提供するために、講座や体験等について、社会教育施設に留まらず、

一般の公共施設や民間施設、学校施設など様々な場所で開催し、夜間講座やオンライン講座、

電子図書館の運用などにより多くの機会を設け、市民が参加しやすい環境づくりを推進しま

す。 

〇人生１００年時代を見据え、社会人の学び直しとしてのリカレント教育※の他、高度化する企

業課題やニーズに対応して自らの知識や技能をアップデートできる機会を提供するため、連

携協定を締結している大学や民間企業と連携し、リスキリング※の視点を踏まえたリカレント

教育※の機会を提供します。 

〇市民の生涯学習・社会教育活動を支援するため、図書館や資料館でのレファレンス※業務の強

化や、文化施設や市民活動支援センター等と連携した学習者の相談支援体制の強化など、学

びの拠点の充実を推進します。 

 

施策の展開と取組 
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（３）学びの成果を還元し共に活躍する仕組みの充実 

〇講座等の企画段階から、職員と市民が協働して、参加者が地域活動等で成果を活かすこと（還

元）ができるようなプログラムを作成し、地域学校協働活動※や地域で活躍する人材の育成を

進めます。 

〇人材情報にアクセスしやすいよう、情報のデジタル化や相談窓口を充実し、人材とニーズの

マッチングを進めます。 

 

（４）地域の歴史文化の活用と継承 

〇「ふじみ野市文化財保存活用地域計画」を作成し、地域の方々と連携しながら文化財の保存・

活用等を進め、次世代への文化財の継承と市の新たな魅力の創造につなげます。 

〇祭りや伝統芸能等の地域行事を大人から子供へ、以前から暮らしている地元住民から新住民

へ継承を通して、地域の結びつきを強めていきます。また、地域の歴史や文化を学び、郷土

の伝統と文化を誇り、愛することの大切さと異なる地域や国々の伝統と文化を尊重する態度

を培い、温もりのある人と地域を育みます。 

〇上福岡歴史民俗資料館と大井郷土資料館を統合し、統合後の新たな資料館となる、旧大井図

書館・旧大井郷土資料館の建物をリニューアルして、ふじみ野市の歴史や文化を総合的に学

べる新たな資料館施設として活用していきます。 

〇市の歴史と文化を特徴づける新河岸川舟運と川越街道を学ぶ拠点として、福田屋（福岡河岸

記念館）や旧大井村役場等の歴史的建物を保存・活用していきます。 

 

（５）人権教育と平和事業の推進 

〇ふじみ野市「同和行政基本方針」に基づき、市長部局と連携し、様々な人権問題を学ぶ機会

として、講演会や映画会、講座、研修会を開催します。 

〇各小中学校の家庭教育学級※と連携し、保護者に対する人権教育の機会を提供します。 

〇市民との協働による平和事業を開催します。 

〇旧陸軍造兵廠（火工廠）関係資料等の地域の戦争関連資料の保存・活用を図り、小中学校で

の平和学習に教材として提供できるようにします。 

〇図書館において、人権及び平和関連の映像資料、図書の充実と貸出を行います。 
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主な具体的取組 概要 
予算事業名 

（担当課） 

〇市民文化祭の開催 

一般市民を対象に、文化活動の機会を提供し、団

体、サークル等の学習活動の成果発表を、各部門を

設け、実行委員会形式で開催 

市民文化祭事業 

（上福岡西公民館） 

〇舞台芸術鑑賞会の開

催 

多くの市民に、身近な場所で手ごろな価格で鑑賞し

ていただく良質な舞台芸術を、実行委員会形式で

開催 

地域文化振興事業 

（上福岡西公民館） 

〇昭和１００年大学の開

催 

各学部・学科を設け、高齢者（６０歳以上）が、豊かな

人生を送ることができるよう、幅広い学習の場の提

供と学習支援を行う 

高齢者教育事業 

（上福岡西公民館） 

〇幼児対象事業の開催 

幼児とその保護者を対象に、遊びを通じて親子のふ

れあいと、同世代の保護者との情報交換の場の提

供を行う 

青少年教育事業 

（上福岡西公民館） 

〇小·中学生対象事業の

開催 

違う学校に通う子供たちが、異年齢集団を作り、様 

々な遊び・共同作業を通じ、相互に尊重し合える人

間関係を築く支援を行う 

〇子どもまつりの開催 

子供の遊びの文化を育み、郷土を愛する気持ちを

養い、子供の地域生活を豊かにすることを目的に、

実行委員会形式で開催 

〇成人対象事業（子育て·

人権平和·国際交流·障

がい者支援等）の開催 

人権講座、にほんご教室、障がい者青年学級等、公

民館の主な利用者である成人を対象に、学びの場

を更に充実させるための講座を開催 

成人教育事業 

（上福岡西公民館） 

人権教育・平和推進

事業 

（社会教育課） 

人権推進事業 

（市民総合相談室） 

平和推進事業 

（協働推進課） 

〇人権教育推進協議会※

による啓発事業の開催 

様々な人権問題に関する正しい認識と理解を深め

る機会として、研修会、講演会、親子映画会等の事

業を実施 

○平和事業の開催 

平和の大切さを次世代に引き継ぐことを目的とし

て、実行委員会を組織し、平和祈念フェスティバル

等の事業を実施 

〇二十歳の集いの開催 

二十歳を迎えた青年の新しい門出を祝し、将来に向

けて大きく成長してほしいという願いをこめて、式

典を実施 

二十歳の集い事業 

（社会教育課） 

主な具体的事業 
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主な具体的取組 概要 
予算事業名 

（担当課） 

〇お話し会・映画会・ぶん

このつどいの開催 

児童向け、一般向けの事業を実施。市内４地域の文

庫ボランティアと読み聞かせや人形劇等を開催 

図書館管理運営事

業 

（社会教育課 

 図書館） 

〇ビジネス支援講座等、

各種講座の開催 

ビジネス支援講座等、市民の暮らしに役立つ講座を

実施 

〇図書の充実·システム

活用などによる図書サ

ービスの向上 

紙、電子共に図書館資料の充実を図るシステムを活

用し、館内のサービス及びホームページの充実を図

る 

〇ボランティアとの協働

による事業実施 

読み聞かせ、朗読、図書館友の会等のボランティア

と共に事業を実施 

〇学校図書室との連携 
小学校図書室への学校図書館支援員の配置、中学

校図書委員との連携事業などを実施 

〇文化財活用事業の開

催（権現山探検・やさし

い日本語まちさんぽ

等） 

市内に所在する文化財を活用した事業の実施 

文化財保護事業、権

現山古墳群※保存 

管理事業、歴史民俗

資料館教育普及事

業、大井郷土資料館 

教育普及事業 

（社会教育課 

資料館） 

〇地域の歴史をテーマと

した特別展・学習講座

の開催 

戦争や出土品についてなど、郷土の歴史や文化に

ついて学び、次世代の継承につながるよう、様々な

展示会を開催 

〇学習講座·体験学習の

実施 

子供たちが楽しく歴史文化を学べるような講座等

を実施 

歴史民俗資料館教

育普及事業、大井郷

土資料館教育普及

事業、文化保護事

業、権現山古墳群※

保存管理事業 

（社会教育課 

資料館） 

〇文化財の保存、公開、

活用の推進 

文化財を次世代に継承していくため、文化財の保

護・保存及び普及・啓発事業を市民・保存団体と協

働して実施 

〇市民大学ふじみ野の開

催 

「市民の学び 地域の学び 知の好循環」を基本理念

に、レギュラー講座、学び合い講座、特別公開講座

で構成し、市民による市民のための学びの場を提供 

市民大学ふじみ野 

運営事業 

（協働推進課） 
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主な具体的取組 概要 
予算事業名 

（担当課） 

○ふじみ野市生きがい学

習推進計画の推進 

生きがい学習の推進を図るため計画を策定し、体系

に基づき事業を実施、検証等を行い、改善や見直し

につなげる 

生きがい推進事業 

（協働推進課） 

○ふじみ野市生きがい学

習ガイドブックの作成 

学習機会の充実のため、市が主催する講座・教室・

催し物や市内で活動する団体・サークル・ボランティ

ア、公共施設の情報を掲載した情報収集冊子の作

成、配付、周知を行う 

〇ふじみ野市生きがい学

習まちづくり出前講座

の実施 

市民で構成された団体の依頼に職員が出向き、講

師として行政の取組の説明や専門的な知識・技術を

提供 

○ふじみ野市生きがい学

習ボランティアの活

用、登録推進 

知識や技術等を持つ市民を講師とし、そのノウハウ

を学ぶ市民を支援するための講師ボランティア登録

制度 

○子ども大学ふじみ野の

開催 

市内に在住する小学校４～６年生を対象とし、専門

的カリキュラムによって、子供の知的好奇心を刺激

する講義や体験活動を提供 

○ふじみ野市保育ボラン

ティアの活用、登録推

進 

市等主催の事業へ参加する人が養育する子供に対

し、保育補助業務を行うボランティアの登録制度 

 

 

 

 

指標名 基準値（令和５年度） 目標値（令和１２年度） 

社会教育事業参加者数 ３６,７６１人 ５１,７００人 

歴史文化に係る学習講座への参加人数 １,７６５人 ２,４５０人 

歴史文化に係る市民との協働事業の開催回

数 
４９回 ５６回 

市民大学ふじみ野の修了生の活動実績数

（累計） 
２２９回 ３９０回 

生きがい学習受講生数 ３７８人 ４６０人 

生きがい学習ボランティアの活動実績生き

（累計） 
２４回 ３８回 

主な関連指標 



73 
 

施策７ 文化芸術・スポーツ活動を通じた地域交流、コミュニティの活性化 

 

〇市民や団体の文化活動の交流、発表の場として市民実行委員会が中心となり市民文化祭を開催

し、市と市民の協働事業として実施しています。今後は、広く市民が参加できるよう、全市的

な市民文化祭のあり方について検討が必要です。 

〇社会教育施設に展示スペースを設け、市民や団体が活動成果を発表しています。展示をきっか

けに活動への参加や地域交流につなげる工夫や、活動団体の活性化のための取組が必要です。 

〇文化芸術活動を行う市民や団体等の交流の場が求められています。 

〇障がいの有無、国籍、年齢に関わらず、市民の誰もが気軽に文化芸術に触れることができる機

会が求められています。 

〇新たな文化芸術の創造を担う人材の育成が求められています。 

〇子供たちがスポーツをすることが「楽しい」と思えるようなきっかけづくりが求められていま

す。 

〇障がいの有無、国籍、年齢に関わらず、市民の誰もが生涯にわたりスポーツに親しめる機会の

充実と多様な利用者ニーズに対応できるスポーツ環境の整備が求められています。 

〇地域の文化芸術・スポーツクラブ活動の活性化と中学校部活動との連携・協働が求められてい

ます。 

 

 

〇市民の文化活動の成果発表と交流の場として、市と市民が協働し、全市的な市民文化祭を

開催します。 

〇市民や団体の活動成果を発表する場や機会をより充実させるとともに、活動や交流の輪を広

げていきます。 

〇市民や文化芸術団体が活動成果を発表する場や機会をより充実させるとともに、文化施設

を拠点とした活動や交流の促進を目指します。 

〇誰もが文化芸術の鑑賞や体験等に親しむ機会を創出し、多様性を活かした社会的包摂※を進

めるまちづくりを目指します。 

〇子供の頃から文化芸術に触れる機会を提供することで、文化芸術を創造する担い手の育成

を推進します。 

〇子供たちが、自分に向いているスポーツ、やりたいスポーツを発見できるよう様々なスポ

ーツを経験できる機会の充実を図ります。 

〇誰もが、気軽にスポーツを楽しみ、健康づくりに取り組むことができる機会の充実や環境

整備を進めるとともに、スポーツを通じた地域の交流、コミュニティづくりを推進します。 

〇地域の文化芸術・スポーツクラブ活動の活性化と中学校部活動との連携・協働を推進しま

す。また、地域の活動等を部活動の「受け皿」とするだけではなく、パートナー同士とし

ての相乗効果を目指します。 

現状と課題・背景 

施策の目標 
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（１）文化芸術活動の推進 

〇文化芸術は、人々の精神活動の根幹でもあり、人々の豊かな創造力や感性、受容性を育むだ

けでなく、教育や福祉の分野と連携することで相乗効果を生み出すことができる活動であり、

市民や団体の文化活動の交流、発表の場として市民文化祭を開催します。 

〇公共施設での展示スペース等の効果的な活用を図り、市民や文化団体の活動成果や発表の機

会を拡充します。 

〇文化施設を整備し文化芸術活動の場を提供するとともに、市内で活動する文化芸術団体やふ

じみ野市文化協会、指定管理者と市が連携して多種多様な事業を実施します。 

〇アウトリーチ※やアートフェスタふじみ野、市内小中学生を対象とした文化芸術活動の支援等

を通して子供の頃から文化芸術に触れる機会を提供するとともに、誰もが文化芸術活動に参

加できる環境づくりを推進します。 

 

（２）スポーツ活動の推進 

〇子供の発達段階に応じ、スポーツを楽しみ、親しむことができる機会の充実と環境の整備を

進めます。 

〇総合型地域スポーツクラブやパラスポーツの指導者、パラアスリート等と連携・協働し、障

がいの有無、国籍等問わず、気軽にスポーツに親しみ、楽しむことができる機会の充実と環

境の整備を進めます。 

〇スポーツ協会やスポーツ少年団、総合型地域スポーツクラブ、スポーツ施設指定管理者等と

連携・協働し、誰もがスポーツに親しむ機会の充実に向けて推進すると共に、ふじみ野市の

地域特性を踏まえた学校部活動の地域移行を支援します。 

〇スポーツ推進委員や自治組織等の地域コミュニティと連携し、子供から高齢者まで、年齢を

問わず、誰もが気軽にスポーツに親しみ、健康づくりに取り組むことができる機会の充実を

図り、地域、世代間の交流を促進します。 

 

（３）地域の文化芸術・スポーツクラブ活動と中学校部活動との連携・協働 

〇地域の文化芸術・スポーツクラブ活動のリソースと中学校部活動リソースを生かし合いなが

ら、パートナーシップを結び、生涯文化芸術・スポーツの活性化のために、連携・協働した

組織体制の基盤づくりと持続可能な運営体制の整備を推進します。

施策の展開と取組 
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主な具体的取組 概要 
予算事業名 

（担当課） 

〇市民文化祭の開催 

一般市民を対象に、文化活動の機会を提供し、団体、

サークル等の学習活動の成果発表を、各部門を設

け、実行委員会形式で開催 

市民文化祭事業 

（上福岡西公民館） 

〇「文化芸術アウトリーチ

※事業」の実施 

小中学校などにアーティストを派遣し、授業等を行う

ことで本格的な文化芸術に触れる機会を創出 

文化振興事業 

（文化・スポーツ 

 振興課） 

〇アートフェスタの開催 

団体、大学、市民、企業等と連携し、文化芸術を通し

て多様な人が出会い、交流する機会を提供するイベ

ントを開催 

〇文化芸術活動未来応援

事業・チャレンジ事業の

実施 

市民の自主的・創造的な文化芸術活動及び文化芸術

に関わる大会等へ出場した場合、補助金の交付や周

知協力等を行う 

〇アート発見·発信プロジ

ェクト冊子 「ふじみ野

ＡＲＴ８８」の発行 

公募の市民編集員が取材・編集を行い、市内のアー

トに関する人や場所、取組を紹介する冊子の発行 

〇各種スポーツ事業の開

催 

スポーツを通じた市民の健康づくりを推進するため

に、各種スポーツイベントを開催 

スポーツ推進事業 

スポーツ大会事業 

（文化・スポーツ 

 振興課） 

〇元気・健康フェアの開   

  催 

誰もが、気軽に・楽しく・簡単に様々な運動・スポーツ

を体験できるイベントを開催 

○市民スポーツフェステ

ィバルの開催 

地域のスポーツ振興を推進するため、自治組織連合

会を中心とした実行委員会に事業委託し、運動会を

開催 

○ロードレース大会の開  

  催 

小学生から高齢者まで、幅広い年齢層が参加できる

ロードレース大会を開催 

○市民スポーツ大会の開

催 

市民のスポーツ活動への参加を促し、市民の健康増

進と体力の向上を図ることを目的に開催 

○ラジオ体操事業の開  

  催 

「いつでも・どこでも・だれでも」気軽に行うことので

きるラジオ体操の普及・啓発を全市民対象として実

施 

 

 

主な具体的事業 
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指標名 基準値（令和５年度） 目標値（令和１２年度） 

市民文化祭参加者数 ７,９５４人 １６,０００人 

文化芸術事業への参加者数 ６,１７０人 ８,７００人 

スポーツ事業参加者アンケートで「楽しか

った」と答えた子供の割合 

－ 

（令和６年度から実施） 

９０.０％ 

主な関連指標 
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用語解説 

 用語 内容 

あ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＩＣＴ 
Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ ａｎｄ Ｃｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏｎ Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙの略。

情報処理や通信に関連する技術、産業、設備、サービス等の総称。 

アウトリーチ 

元々は福祉の分野で、支援機関が積極的に対象者のいる場所に出

向いて支援を行うこと。この計画においては、芸術家（芸術団体を

含む。）が、市民に対しては活動の場、小学生等に対しては学校等、

学習の場に出向いて公演や授業を行うなど、文化芸術の働きかけ

をする活動。「芸術普及活動」あるいは「教育普及活動」ともいわれ

ている。 

アセスメント 
子供の指導・援助のあり方を決定するために必要な情報を収集・

判断・検証する過程。 

ＥＳＤ 

Ｅｄｕｃａｔｉｏｎ ｆｏｒ Ｓｕｓｔａｉｎａｂｌｅ Ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔの略。「持続

可能な開発のための教育」と訳され、現代社会の課題を自らの問

題として捉え、身近なところから取り組み、課題の解決につながる

新たな価値観や行動を生み出し、持続可能な社会を創造していく

ことを目指す学習や活動。 

いじめ見逃しゼロ連絡協議会 いじめを未然に防止するための施策を検討する本市の協議会。 

いじめ問題対策委員会 
いじめの正確な情報収集や状況の把握、ケース会議等、いじめの

防止等の対策を実施する本市の委員会。 

インクルーシブ教育 

障がいの有無、個々の特性や能力の違いなどを問わず、障がいの

ある者と障がいのない者が共に学ぶ仕組み。障がいのある者が教

育制度一般から排除されないこと、自己の生活する地域において

初等中等教育の機会が与えられること、個人に必要な「合理的配

慮」が提供されること等が必要となる。 
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 用語 内容 

あ 

ウェルビーイング 
（Ｗｅｌｌ-ｂｅｉｎｇ） 

身体的・精神的・社会的に良い状態にあることをいい、短期的な幸

福のみならず、生きがいや人生の意義等の将来にわたる持続的な

幸福を含む概念。多様な個人がそれぞれ幸せや生きがいを感じる

とともに、個人を取り巻く場や地域、社会が幸せや豊かさを感じら

れる良い状態にあることも含む包括的な概念。 

文部科学省の諮問機関である中央教育審議会の答申「『令和の日

本型学校教育』の構築を目指して」では、子供たちのウェルビー

イング実現のため、自ら主体的に目標を設定し、振り返りながら

責任ある行動がとれる力を身に付けることの重要性について触

れている。第４期教育振興基本計画では、子供のウェルビーイン

グを高めるためには、教師のウェルビーイングの確保が必要であ

り、学校がウェルビーイングを高める場であることが重要である

としている。また、子供の成長実感や、保護者や地域と信頼関係

が結ばれ、学校での心理的安全性が保たれることで、教職員だけ

でなく、学校を取り巻く全ての構成員のウェルビーイングの確保

につながり、その結果、家庭や地域のウェルビーイングにもつな

がると示している。 

本市の第３期ふじみ野市教育振興基本計画にもこの考え方を反

映している。 

 

 
 
 

ウェルビーイングの深化と循環 
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 用語 内容 

あ 

ＡＩ 
Ａｒｔｉｆｉｃｉａｌ Ｉｎｔｅｌｌｉｇｅｎｃｅの略。人工的な方法による学習、推論、 

判断等の知的な機能の実現及び当該機能の活用に関する技術。 

ＡＬＴ 

Ａｓｓｉｓｔａｎｔ Ｌａｎｇｕａｇｅ Ｔｅａｃｈｅｒの略で、外国語指導助手の

こと。小学校の外国語活動・外国語科の授業、中学校の英語の授業

で担当教員とともに指導する。 

ＬＧＢＴＱ 

レズビアン（女性同性愛者）、ゲイ（男性同性愛者）、バイセクシュア

ル（両性愛者）、トランスジェンダー（出生時に割り当てられた性別

と自認する性別が異なる人）、クエスチョニング（性のあり方を決め

ていない、決められない等の人）等、性的マイノリティを表す総称の

一つ。 

ＳＤＧｓ 

Ｓｕｓｔａｉｎａｂｌｅ Ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ Ｇｏａｌｓ（持続可能な開発目標）

の略。２０１５年９月の国連サミットで採択された「持続可能な開発

のための２０３０アジェンダ」にて記載された２０１６年から２０３０

年までの国際目標のこと。持続可能な世界を実現するための１７の

ゴール、１６９のターゲットから構成され、地球上の誰一人として取

り残さないことを誓っている。 

か 

外部指導者 
主に中学校の部活動の支援を行う地域の協力者。顧問の教諭と連

携·協力しながら部活動のコーチ等として技術的な指導を行う。 

学習指導要領 

文部科学省が定める、各学校で教育課程（カリキュラム）を編成す

る際の基準。全国どの地域で教育を受けても一定の水準の教育を

受けられるよう、各教科等の目標や大まかな教育内容を定めるも

のであり、昭和３３年以降、ほぼ１０年ごとに改訂されている。 

学校運営協議会 

学校運営について協議及び意見を述べることを主な役割とした協

議会で、平成 27 年３月「地方教育行政の組織及び運営に関する法

律」の改正により全国の小中学校に学校運営協議会を設置するこ

とが努力義務化された。市内の全小中学校に設置している。 

学校応援団 
学校における学習活動、安心·安全確保、環境整備等についてボラ

ンティアとして協力·支援を行う保護者·地域住民による活動組織。 

学校研究委嘱 

学校教育における指導の充実及び教育水準の向上を図るため、教

育委員会が市立小学校及び中学校へ研究委嘱すること。各校が自

校の課題解決に向けた教職員の各種研修及び研究事業等を行う。 
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 用語 内容 

か 

家庭教育学級 

保護者等に対し、教育委員会が家庭教育に関する学習の機会を計

画的に提供する事業。都市化や核家族化、ひとり親家庭や共働き

家庭の増加、地縁的つながりの希薄化などを背景に家庭教育を支

える環境が大きく変化する中で、健全な児童生徒の育成と家庭教

育力の向上が図られるよう、子育てに関わる保護者の「学びの場」

として、市内小中学校の PTA※などを中心に研修会や講座を開催

している。 

ガバナンス 
（学校運営に対するもの） 

学校に関係する多様な人々（教職員、保護者、地域住民等）による

共同での学校の管理・運営。 

考え、議論する道徳 

答えが一つではない道徳的な課題を、一人一人の児童生徒が自分

自身の問題と捉え、自己を見つめ、物事を多面的・多角的に考え、

自己の生き方についての考えを深める学習。 

GIGA スクール構想 

ＧＩＧＡはＧｌｏｂａｌ ａｎｄ Ｉｎｎｏｖａｔｉｏｎ Ｇａｔｅｗａｙ ｆｏｒ Ａｌｌの

略。一人一台端末※と、高速大容量の通信ネットワークを一体的に

整備することで、特別な支援を必要とする子供を含め、多様な子

供たちを誰一人取り残すことなく、公正に個別最適化され、資質・

能力が一層確実に育成できる教育ＩＣＴ環境を実現させる構想。 

義務教育学校 

学校教育課初等教育（小学校などにおける教育）と前期中等教育

（中学校などにおける教育）までの義務教育を一貫して行う学校

で、前期課程（小学校に相当）と後期課程（中学校に相当）からなる

小中一貫校。 

キャリア教育 

望ましい職業観·勤労観及び職業に関する知識や技能を身に付け

させるとともに、自己の個性を理解し、主体的に進路を選択する能

力·態度を育てる教育。 

共育 

第１期及び第２期ふじみ野市教育振興基本計画の基本理念として

掲げた、学校を核として、子供と大人が共に学びあい、その学びの

成果が次の学びへとつながり、人づくりとまちづくりの好循環を

生むという考え方。 

教育課程特例校 

学校または地域の特性を生かした独自の教育課程を編成すること

を認められた場合、特別な教育課程を編成して、効果的な教育を

実施することができる制度。 

教育相談室 

保護者や子供自身から、子育てや教育に関わる様々な相談に応じ

る場。相談には、電話による相談と、事務所（市役所第２庁舎）に来

所をする相談があり、教職員とも様々な形で連携をとり、一人一人

の子供の健全育成にあたっている。 
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 用語 内容 

か 

教育ＤＸ 

ＤＸは、Ｄｉｇｉｔａｌ Ｔｒａｎｓｆｏｒｍａｔｉｏｎの略で、業務における作業の

自動化、オンライン化、ペーパーレス化等をはじめ、様々なデジタル

技術を教育現場に浸透させること。リモート教育、ｅラーニング、ＡＩ

※を用いた自己学習プログラム等が挙げられる。 

共生社会 
障がいの有無や年齢・性別等、様々な違いのある人々が、相互に人

格と個性を尊重しつつ支え合いながら、共に生きていく社会。 

コミュニティ・スクール 

学校運営協議会を設置した学校のことで、学校運営に地域の声を

積極的に生かし、地域と一体となって特色ある学校づくりを進め

ていく仕組み。 

権現山古墳群 
埼玉県指定史跡で、古墳時代初期に造られた前方後方墳・方墳が

多く残されている。 

さ 

 

埼玉県学力・学習状況調査 

埼玉県が児童生徒の学力や学習に関する事項等を把握するため、

毎年、県内の小学４年生から６年生と中学生に実施している調査。

調査結果をもとに、教育施策や指導の工夫改善や、児童生徒一人

一人の学力を確実に伸ばす教育を推進している。 

彩の国の道徳 

埼玉県教育委員会独自の道徳教育教材資料集。児童生徒の豊かな

心を育むために、埼玉県が作成し、県内の公立小中学校（さいたま

市を除く）、高等学校に配布、活用している。 

さわやか相談員 
児童生徒の心の問題を解決するために各中学校に配置された相

談員。定期的に中学校区内の小学校を訪問する。 

児童発育・発達支援センター 

０歳から１８歳未満の発育発達に不安のある児童及びその保護者

並びに関係機関を対象に、保健師、社会福祉士及び臨床心理士（公

認心理師）が発育発達に係る専門的支援を行うとともに、地域の

発育発達に不安のある子供に係る関係機関への助言や、支援機関

間の整理・調整、またインクルーシブ教育※の推進を図ることを目

的とした発育発達に係る中核施設。 

社会科副読本 
市町村ごとに、地域学習のための教材として、教科書とは別に制

作した副読本のこと。 

社会的包摂 

ソーシャルインクルージョンといい、社会的に弱い立場にある人々

を含め、誰一人取り残されず、全ての人が地域社会に参加し、共に

生きていくことを目指す考え方。 

社会に開かれた教育課程 
「資質・能力の三つの柱」、「カリキュラム・マネジメント」等、新しい

学習指導要領における重要な事項の全ての基盤となる考え方。 
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 用語 内容 

さ 

小１プロブレム 

小学校に入学したばかりの児童が、規律を重視した新しい環境に

馴染めず、集団行動がうまくできない状態や、授業を静かに受けら

れない状態が継続する現象のこと。 

小中一貫教育 
小中連携のうち、小中学校が９年間を通じた教育課程を編成し、そ

れに基づき行う系統的な教育。 

小中連携協議会 
小中学校がお互いに情報交換、交流することを通じ、小学校教育

から中学校教育へ円滑な接続を目指すための協議会。 

少人数指導支援員 
少人数のための支援や一人一人の子供に合わせた学習支援を行

う支援員。全ての小学校へ配置している。 

人権感覚育成プログラム 

様々な人権に係わる問題に対して、児童生徒が自分の大切さを認

めるとともに、他者の心の痛みや感情を共感的に受容する想像力

や感受性、意欲等を育成するための、埼玉県が作成した児童生徒

の豊かな人権感覚の育成を図るプログラム集。 

人権教育推進協議会 

人権教育の円滑な推進を図り、差別や偏見のない人権尊重のまち

づくりに寄与することを目的に、学校教育・社会教育関係者、行政

職員等を推進委員として構成される協議会。年間を通して、研修

会や映画会、講演会などの人権啓発事業を実施する。 

スクールガードリーダー 

学校や通学路等を巡回し、交通安全や不審者対応に関する児童生

徒への指導を行う埼玉県教育委員会が委嘱した地域ボランティ

ア。 

スクリーニング会議 
支援を必要とする子供を早期に把握し、適切な支援を早期に開始

するための情報共有の場。 

生成ＡＩ 

あらかじめ膨大な量の情報から深層学習によって構築した大規模 

言語モデル（ＬＬＭ（Ｌａｒｇｅ Ｌａｎｇｕａｇｅ Ｍｏｄｅｌｓ））に基づき、あ

る単語や文章の次に来る単語や文章を推測し、「統計的に可能性

が高い応答」を生成するもの。なお、生成された情報は正しいとは

限らず、最後は必ず自分で判断するという基本姿勢が必要で、注

意を要するため、文部科学省は教師や児童生徒の生成ＡＩの活用に

ついて、「生成ＡＩの利用に関する暫定的なガイドライン」を策定

し、引き続きガイドライン改訂に向けて議論を行っている。 

生徒指導に関する調査 

児童生徒の問題行動等について、事態をより正確に把握し、これら

の問題に対する指導の一層の充実を図るため、毎年度、暴力行為、

いじめ、不登校、自殺等の状況等についての調査。 
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 用語 内容 

さ 

全国学力・学習状況調査 

文部科学省が児童生徒の学力及び学習状況把握のため、日本全国

の小中学校最高学年の小学６年生と中学３年生全員に実施の調

査。義務教育の機会均等とその水準の維持向上のため、調査結果

をもとに教育施策の成果と課題を検証し、その改善を図っている。 

総合的な学習の時間 

変化の激しい社会に対応して、探究的な見方・考え方を働かせ、横

断的・総合的な学習を行うことを通して、よりよく課題を解決し、

自己の生き方を考えていくための資質・能力を育成することを目

標とした学習活動のこと。環境問題について、他国とのつながりに

ついての授業等、様々な授業が行われている。 

Ｓｏｃｉｅｔｙ ５．０ 

サイバー空間（仮想空間）とフィジカル空間（現実空間）を高度に融

合させたシステムにより、経済発展と社会的課題の解決を両立す

る、人間中心の社会のこと。狩猟社会（Ｓｏｃｉｅｔｙ １．０）、農耕社会

（Ｓｏｃｉｅｔｙ ２．０）、工業社会（Ｓｏｃｉｅｔｙ ３．０）、情報社会（Ｓｏｃｉｅ

ｔｙ ４．０）に続く、人類史上５番目の新しい社会で、第５期科学技

術基本計画において提示された、我が国が目指すべき未来社会の

姿。 

た 

地域学校協働活動 

地域住民や学生、保護者、ＰＴＡ※、ＮＰＯ、民間企業、団体・機関等、

様々な主体の参画を得て、地域全体で子供たちの学びや成長を支

えるとともに、「学校を核とした地域づくり」を目指して、地域と学

校が相互にパートナーとして連携・協働して行う様々な活動。 

地域学校協働ネットワーク 
（地域学校協働本部） 

地域全体で子供たちの学びや成長を支えるとともに、「学校を核と

した地域づくり」を目指して、地域と学校が相互にパートナーとし

て連携·協働して行う地域学校協働活動※を推進する体制。 

地域協働学校 

学校教育と社会教育の一体的な推進を図る「学社融合」の考えの

もと、学校運営協議会※を設置したコミュニティ・スクールと、地域

学校協働ネットワーク※との両輪で、学校と地域の連携・協働を図

り、地域学校協働活動を推進する、ふじみ野市独自の取組。 

地域コーディネーター 
（地域学校協働活動推進員） 

地域と学校をつなぐコーディネーター。学校運営協議会※に参加

し、学校運営方針や教育目標を共有したうえで、地域学校協働ネッ

トワーク※や独自のネットワークを活用し、地域と学校が協働する

ための調整役として学校の教育活動（学習支援、特別活動、総合学

習等）への協力要請や人材の紹介派遣依頼、運営サポートを行う。 

中１ギャップ 
中学校に入学したばかりの生徒が、環境の変化や学習内容の変化

に馴染むことができず、不登校等の問題が増加する現象。 
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 用語 内容 

た 

ＤＸ 

Ｄｉｇｉｔａｌ Ｔｒａｎｓｆｏｒｍａｔｉｏｎ（デジタルトランスフォーメーション）

の略。業務における作業の自動化、オンライン化、ペーパーレス化

等をはじめ、様々なデジタル技術を社会に浸透させること。 

適応指導員 

市町村教育委員会が、長期欠席をしている不登校の小中学生を対

象に、学校とは別の公的な施設で人間関係づくりや学習の援助を

個別や小集団での指導を行いながら、社会性を身に付け、学校に

復帰するための支援をする教室で教える指導員。 

デジタルリテラシー 
デジタル技術に関して十分な理解をもち、それを適切に活用する

ことができるスキル。 

特別活動 

小学校は学級活動、児童会活動、クラブ活動、学校行事、中学校は

学級活動、生徒会活動、学校行事のことで、望ましい集団活動を通

して、よりよい生活や人間関係を築こうとする自主的、実践的な態

度を育てる教育活動。 

特別支援学級 

障がいのある子供と障がいがない子供が可能な限り共に教育を

受けられるよう、障がいのある子供の自立と社会参加を見据え、

一人一人の教育的ニーズに最も的確に応える指導を提供するた

め、小中学校に設けられた学級。 

は 

ＰＦＩ 

Ｐｒｉｖａｔｅ Ｆｉｎａｎｃｅ Ｉｎｉｔｉａｔｉｖｅの略。国や自治体が民間の資金

や経営能力・技術力を活用して、公共施設等の設計・建設・改修・更

新や維持管理・運営を効率的・効果的に実施する公共事業の手法。 

ＰＴＡ 

Ｐａｒｅｎｔ Ｔｅａｃｈｅｒ Ａｓｓｏｃｉａｔｉｏｎの略。子供の健やかな育成の

ため、保護者と教職員が自ら組織し、学び、活動する社会教育関係

団体。 

一人一台端末 

ＧＩＧＡスクール構想※により児童生徒一人に一台整備したタブレッ

ト端末のこと。ＩＣＴ※を効果的に活用することで、多様な子供たち

が一人一人個別最適化され、教師と児童生徒の力を最大限に引き

出すことを目指す。 

ビブリオバトル 

自分が面白いと思った本を紹介し、参加者全員でディスカッション

を行って、最後に一番読みたくなった本を投票で決めるという、ゲ

ーム感覚で行える書評合戦のこと。 

ふれあい講演会 
将来の夢や希望を育み、進路意識の啓発・高揚を図るために、地域

で活躍している方等を講師に招き、中学校で実施する講演会。 

フレッシュサポーター 
大学生によるサポーターのことで、地域の大学生を市内小中学校

へ派遣し、学校及び学級の支援を行う制度。 
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 用語 内容 

は 

プログラミング 

プログラムを作成して、コンピュータに指示を出すこと。プログラミ

ング学習において、プログラミングの技能を習得しながら、プログ

ラミング的思考※を育むことを目指している。 

プログラミング的思考 

自分が意図する一連の活動を実現するために、どのような動きの

組み合わせが必要であり、一つ一つの動きに対応した記号を、ど

のように組み合わせたらいいのか、記号の組合せをどのように改

善していけば、より意図した活動に近づくのか、といったことを論

理的に考えていく力。 

放課後子ども教室 

小学校施設を活用し、放課後に子供たちの安全かつ安心な居場所

を確保し、異年齢の子供との交流やスポーツ活動を行う等、子供た

ちが心豊かで健やかに育まれる環境づくりを目的とした事業。 

放課後児童クラブ 
保護者が昼間就労等の理由により保育ができない家庭の児童に

遊びと生活の場を与え、健全育成を図る施設。 

ま 

学び・育ちサポーター（支援員） 

発達障害等により個別の課題がある児童生徒に対し、個別に支

援・補助をするために配置された支援員のこと。令和元年度より、

生徒指導支援員（１９人）といじめ等対応支援員（１９人）を統合して

新たに配置。 

メンタルヘルス教育 

こころの不調や精神疾患についての知識を得ることで、病気を予

防したり、自分のこころの不調に気づいて、まわりの大人や友達、

専門相談機関等に相談できる力をつけていくことを目指す教育。 

モニタリング 
特定の対象の業務内容を一定期間定期的に監視し、要求水準書に

基づき適正に遂行されているかを確認・把握する行為。 

や 

ヤングケアラー 

高齢、身体上、精神上の障がいまたは疾病等により援助を必要と

する、親族、友人、その他の身近な人に対して、介護、看護、日常生

活上の世話やその他の援助を行っている１８歳未満の者。 

幼保小連絡協議会 

保育所や幼稚園等と小学校との間で幼児児童の実態や指導方法

等について理解を深め、広い視野に立って幼児児童に対する一貫

性のある教育を相互に協力し連携するための協議会。 

ら 

リカレント教育 

職業人を中心とした社会人に対して、学校教育の修了後、一旦社

会に出た後に行われる教育。個人が自発的に行うもので、再就職

や職業能力の向上を目的に学ぶ場合に限らず、心の豊かさや生き

がいのために学ぶ場合、学校以外の場で学ぶ場合も含めた広い意

味で使われている。 
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 用語 内容 

ら 

リスキリング 

現在の職業の技術革新やビジネスモデルの変化に対応するため、

新しいスキル・知識を身に付けること。企業が既存の従業員に対し

て学びの機会を与え、対応できる業務の幅を広げることを目標と

している。 

令和の日本型学校教育 

誰一人取り残すことのない持続可能な社会の創り手の育成を目指

し、そのツールとしての ICT※を基盤としながら、個別最適な学び

と協働的な学びを一体的に実現すること。 

レファレンス 
調べたいことや探している資料等の質問について、必要な資料・情

報を案内するサービス。 
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 用語 内容 

英

語 

 

ＡＩ 
Ａｒｔｉｆｉｃｉａｌ Ｉｎｔｅｌｌｉｇｅｎｃｅの略。人工的な方法による学習、推論、 

判断等の知的な機能の実現及び当該機能の活用に関する技術。 

ＡＬＴ 

Ａｓｓｉｓｔａｎｔ Ｌａｎｇｕａｇｅ Ｔｅａｃｈｅｒの略で、外国語指導助手の

こと。小学校の外国語活動・外国語科の授業、中学校の英語の授業

で担当教員とともに指導する。 

ＤＸ 

Ｄｉｇｉｔａｌ Ｔｒａｎｓｆｏｒｍａｔｉｏｎ（デジタルトランスフォーメーション）

の略。業務における作業の自動化、オンライン化、ペーパーレス化

等をはじめ、様々なデジタル技術を社会に浸透させること。 

ＥＳＤ 

Ｅｄｕｃａｔｉｏｎ ｆｏｒ Ｓｕｓｔａｉｎａｂｌｅ Ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔの略。「持続

可能な開発のための教育」と訳され、現代社会の課題を自らの問

題として捉え、身近なところから取り組み、課題の解決につながる

新たな価値観や行動を生み出し、持続可能な社会を創造していく

ことを目指す学習や活動。 

ＧＩＧＡスクール構想 

ＧＩＧＡはＧｌｏｂａｌ ａｎｄ Ｉｎｎｏｖａｔｉｏｎ Ｇａｔｅｗａｙ ｆｏｒ Ａｌｌの

略。一人一台端末※と、高速大容量の通信ネットワークを一体的に

整備することで、特別な支援を必要とする子供を含め、多様な子

供たちを誰一人取り残すことなく、公正に個別最適化され、資質・

能力が一層確実に育成できる教育ＩＣＴ環境を実現させる構想。 

ＩＣＴ 
Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ ａｎｄ Ｃｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏｎ Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙの略。

情報処理や通信に関連する技術、産業、設備、サービス等の総称。 

ＬＧＢＴＱ 

レズビアン（女性同性愛者）、ゲイ（男性同性愛者）、バイセクシュア

ル（両性愛者）、トランスジェンダー（出生時に割り当てられた性別

と自認する性別が異なる人）、クエスチョニング（性のあり方を決め

ていない、決められない等の人）等、性的マイノリティを表す総称の

一つ。 

ＰＦＩ 

Ｐｒｉｖａｔｅ Ｆｉｎａｎｃｅ Ｉｎｉｔｉａｔｉｖｅの略。国や自治体が民間の資金

や経営能力·技術力を活用して、公共施設等の設計·建設·改修·更

新や維持管理·運営を効率的·効果的に実施する公共事業の手法。 

ＰＴＡ 

Ｐａｒｅｎｔ Ｔｅａｃｈｅｒ Ａｓｓｏｃｉａｔｉｏｎの略。子供の健やかな育成の

ため、保護者と教職員が自ら組織し、学び、活動する社会教育関係

団体。 
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 用語 内容 

英

語 

 
ＳＤＧｓ 

Ｓｕｓｔａｉｎａｂｌｅ Ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ Ｇｏａｌｓ（持続可能な開発目標）

の略。２０１５年９月の国連サミットで採択された「持続可能な開発

のための２０３０アジェンダ」にて記載された２０１６年から２０３０

年までの国際目標のこと。持続可能な世界を実現するための１７の

ゴール·１６９のターゲットから構成され、地球上の誰一人として取

り残さないことを誓っている。 

Ｓｏｃｉｅｔｙ５．０ 

サイバー空間（仮想空間）とフィジカル空間（現実空間）を高度に融

合させたシステムにより、経済発展と社会的課題の解決を両立す

る、人間中心の社会のこと。狩猟社会（Ｓｏｃｉｅｔｙ １．０）、農耕社会

（Ｓｏｃｉｅｔｙ ２．０）、工業社会（Ｓｏｃｉｅｔｙ ３．０）、情報社会（Ｓｏｃｉｅ

ｔｙ ４．０）に続く、人類史上５番目の新しい社会で、第５期科学技

術基本計画において提示された、我が国が目指すべき未来社会の

姿。 

Ｗｅｌｌ-ｂｅｉｎｇ 
（ウェルビーイング） 

身体的・精神的・社会的に良い状態にあることをいい、短期的な幸

福のみならず、生きがいや人生の意義等の将来にわたる持続的な

幸福を含む概念。多様な個人がそれぞれ幸せや生きがいを感じる

とともに、個人を取り巻く場や地域、社会が幸せや豊かさを感じら

れる良い状態にあることも含む包括的な概念。 

文部科学省の諮問機関である中央教育審議会の答申「『令和の日

本型学校教育』の構築を目指して」では、子供たちのウェルビー

イング実現のため、自ら主体的に目標を設定し、振り返りながら

責任ある行動がとれる力を身に付けることの重要性について触

れている。第４期教育振興基本計画では、子供のウェルビーイン

グを高めるためには、教師のウェルビーイングの確保が必要であ

り、学校がウェルビーイングを高める場であることが重要である

としている。また、子供の成長実感や、保護者や地域と信頼関係

が結ばれ、学校での心理的安全性が保たれることで、教職員だけ

でなく、学校を取り巻く全ての構成員のウェルビーイングの確保

につながり、その結果、家庭や地域のウェルビーイングにもつな

がると示している。 

本市の第３期ふじみ野市教育振興基本計画にもこの考え方を反

映している。 
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